タケ由来バイオマス／プラスチックコンポジットの難燃性および帯電防止性の評価とその利用展開 by 野脇  淳行
タケ由来バイオマス／プラスチックコンポジットの
難燃性および帯電防止性の評価とその利用展開
著者 野脇  淳行
学位授与年度 平成30年度
学位授与番号 17104甲生工第339号
URL http://hdl.handle.net/10228/00007202
1タケ由来バイオマス／プラスチックコンポジ
ットの難燃性および帯電防止性の評価と
その利用展開
平成 31 年 3 月
九州工業大学大学院生命体工学研究科
野脇 淳行
2目次
略号一覧
第１章 緒言 1
1-1 プラスチックを取り巻く環境 1
1-2 企業の社会的責任 3
1-3 循環型社会への取組み 5
1-4 バイオマス資源 7
1-4-1 バイオマス資源としてのタケ 7
1-4-2 タケの組織構造 8
1-4-3 タケ資源の豊富さ 9
1-4-4 放置竹林の問題 10
1-4-4-1 大分県の事例 11
1-5 バイオマス／プラスチックコンポジットの取組み 14
1-5-1 バイオマス／プラスチックコンポジットにおける難燃性および
帯電防止性への要求 14
1-6 本研究の目的 16
参考文献 17
第２章 バイオマス／プラスチックコンポジットの難燃性と帯電防止性
に関する先行研究 20
2-1 バイオマス／プラスチックコンポジットの難燃性 20
2-2 バイオマス／プラスチックコンポジットの帯電防止性 22
参考文献 26
第３章 タケ由来バイオマス／ポリプロピレンコンポジットの難燃性評価 28
3-1 はじめに 28
3-2 実験 30
3-2-1 材料 30
3-2-2 複合体の作製方法 31
3-2-3 難燃性の評価 33
3-2-4 熱的特性評価 34
3-2-5 機械的特性評価 34
3-2-6 破断表面観察 35
33-3 結果と考察 36
3-3-1 BP/PP 複合体および各種難燃剤の熱重量減少特性 38
3-3-2 各種難燃剤含有 BP/PP 複合体の難燃性 40
3-3-3 難燃剤含有 BP/PP 複合体の機械的物性 42
3-3-4 EG 含有 BP/PP 複合体への相溶化剤の添加効果 44
3-4 結論 47
参考文献 48
第４章 タケ由来バイオマス／ポリプロピレンコンポジットの帯電防止特性評価
49
4-1 はじめに 49
4-2 実験 52
4-2-1 材料 52
4-2-2 SHS 処理サンプルの作製方法 52
4-2-2-1 SHS 処理タケの作製 53
4-2-2-2 SHS 処理セルロースの作製 53
4-2-2-3 ろ紙およびガラス板存在下でのタケの SHS 処理 53
4-2-3 SHS 処理サンプルの物性評価 54
4-2-3-1 アスペクト比の測定 54
4-2-3-2 赤外吸収分光法（ FT-IR）による化学構造解析 54
4-2-4 複合体シートの作製 54
4-2-5 複合体の物性評価 55
4-2-5-1 熱物性の評価 55
4-2-5-2 接触角の測定 55
4-2-5-3 表面および体積抵抗値の測定 55
4-2-5-4 アッシュテスト 56
4-3 結果と考察 57
4-3-1 SHS 処理による表面疎水性の確認 57
4-3-2 疎水性プラスチックとのコンポジットの帯電防止特性 60
4-3-2-1 BμFおよびBPを用いた複合体シートの帯電防止特性比較 60
4-3-3 難燃剤含有コンポジットの帯電防止性能 62
4-3-3-1 水酸化物系コンポジットの帯電防止性能 62
4-3-3-2 膨張性黒鉛含有コンポジットの帯電防止性能 64
4-4 結論 65
参考文献 66
4第５章 タケ由来バイオマス／プラスチックコンポジットの企業での利用展開 67
5-1 はじめに 67
5-2 企業におけるバイオマス／プラスチックコンポジットの利用動機 67
5-3 企業における難燃性・帯電防止性を持つプラスチックの必要性 69
5-4 タケ由来バイオマス／プラスチックコンポジットの QCD 70
5-4-1 Q について 70
5-4-1-1 難燃性の一般化について 71
5-4-1-2 帯電防止性の一般化について 72
5-4-1-3 Qのまとめ 73
5-4-2 C について 74
5-4-3 D について 77
5-4-4 タケ材の収集・供給体制について 79
5-4-5 タケ材の繊維化について 83
5-5 タケ由来バイオマス／プラスチックコンポジットのリサイクル性 85
5-6 結論 87
参考文献 88
第６章 総括 90
6-1 研究結果の概要 90
6-2 研究成果の意義 93
6-3 今後の課題と展望 93
成果発表一覧 94
謝辞 95
5略号一覧 （ A～ Z 昇順）
ABS アクリロニトリル・ブタジエン・スチレン共重合樹脂
AI 人工知能
Al(OH) 3 水酸化アルミニウム
APP ポリリン酸アンモニウム
AR アスペクト比
BLCNF タケ由来リグノセルロースナノファイバー
BP タケ粉末
BμF タケマイクロ短繊維
C コスト
CB カーボンブラック
CNF セルロースナノファイバー
CNW セルロースナノウィスカー
CO 2 二酸化炭素
CSR 企業の社会的責任
CSV 共有価値の創造、共通価値の創造
D 調達性
DTG 微分熱重量
EG 膨張性黒鉛
EP エポキシ樹脂
ESG 環境、社会、ガバナンス
EV 電気自動車
FRP 繊維強化プラスチック
FT-IR フーリエ変換赤外分光光度計
HDPE 高密度ポリエチレン
HRR 熱放出率
IC 集積回路
IoT モノのインターネット
IPCC 国連気候変動に関する政府間パネル
JA 農業協同組合
L/D 有効長
LDPE 低密度ポリエチレン
MAPP 無水マレイン酸変性ポリプロピレン
MFI メルトフローインデックス
6Mg(OH) 2 水酸化マグネシウム
NaOH 水酸化ナトリウム
OA オフィスオートメーション
PBT ポリブチレンテレフタレート
PCL ポリカプロラクトン
PE ポリエチレン
PER ペンタエリスリトール
PET ポリエチレンテレフタレート
PLA ポリ乳酸
PP ポリプロピレン
PRI 責任投資原則
PS ポリスチレン
PVA ポリビニルアルコール
PVC ポリ塩化ビニル
PU ポリウレタン
Q 品質
RDF 廃棄物固形燃料
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1第１章 緒言
1-1 プラスチックを取り巻く環境
プラスチックとは「可塑性を持つもの」という意味で、一般に「人工的に合成
された高分子物質で可塑性のあるもの」と定義される。合成高分子物質は大きく、
「熱可塑性樹脂（プラスチックレジン）」と「熱硬化性樹脂（サーモセットレジン）」
の２つに大別される。「熱可塑性樹脂」、いわゆるプラスチックは、熱を加えると
溶けてやわらかくなり、冷やすと固まる性質をもち、１度硬くなっても熱を加え
ると再びやわらかくなる性質がある。例えば、ペットボトルに使用されているポ
リエチレンテレフタレート（ PET）樹脂や、食品袋に使用されているポリエチレン
（ PE）樹脂などがある。「熱硬化性樹脂」は、熱を加えると固くなり、一度固まる
と後で熱を加えても再びやわらかくならない性質がある。例えば、スポンジで使
用されているポリウレタン（ PU）樹脂や、接着剤で使用されているエポキシ（EP）
樹脂などがある。
プラスチックは、腐食しない・軽い・複雑な形状を簡単に成形できる・大量生
産が容易などのさまざまな長所があり、我々の生活の中で広く使われている。例
えば、食品用途では、ペットボトルやラップ・弁当用の容器など、文具・玩具用
途では、消しゴム・定規・プラモデルなど、電気・電子製品用途では、テレビ・
エアコン・ OA 機器の本体やプリント基板など、レジャー・スポーツ用途では、ス
キー板・テニスラケット・釣り竿など、住宅設備機器用途では、窓枠・浴槽・洗
面化粧台・便座・家の内外装・床材・水道管・下水管など、医療用途では、輸血
バッグ・注射器・薬の包装・レントゲンのフィルム・人工心臓・人工肺・眼鏡・
コンタクトレンズなど、今や我々の生活になくてはならない材料になっている。
一方で、プラスチックは、資源・環境面においてさまざまな負の側面を持って
いる。プラスチックは、 Figure 1.1.1 で示すように一般的には原油など枯渇資源を
原料にして作られている。そのため、その使用が増えるほど天然資源の枯渇を促
進させる。また、同図からわかるとおり、石油化学誘導品であるプラスチックが
できるまでには、非常に多くのエネルギーが必要になり、大量の CO 2が排出され
る。さらに、その処分時においても CO 2が排出される。 IPCC 第 5 次評価報告書に
よると、地球温暖化に最も寄与しているのは、大気中の CO 2濃度の増加であるこ
とがわかっている 1)。また、温室効果ガスの総排出量に占める CO 2 の割合は 76%
と非常に高く、このうちの実に 65%は化石燃料と工業プロセスからの CO 2 である
ことがわかっている 1)。このように、プラスチックには CO 2排出による地球温暖化
を促進させる側面も有していることがわかる。
2Figure 1.1.1 原油からプラスチック製造までの流れ
また、プラスチックは、その安定した化学構造から、微生物によっては分解され
ず、海洋などに廃棄されたプラスチックは光分解や加水分解、酸化分解によって
徐々に分解が進行するものの、完全分解には数十年から数百年を要するといわれて
いる。そのため、不法投棄による環境汚染も大きな問題となっている。特に近年で
は、海洋中のマイクロプラスチックによる生態系への影響など、海洋プラスチック
による海洋汚染が世界中で深刻な問題として扱われている 2)。
このようにプラスチックには、その長所の反面で、生産に伴う天然資源の枯渇、
製造時および廃棄時の CO 2 排出による温暖化の促進によって環境破壊を引き起こ
す一因となっているという問題点を抱えている。しかし、プラスチックの便利さ、
使用範囲の広さ、現時点で膨大な使用量の事実を考えると、既に我々の生活から
簡単に切り離せない材料となっており、我々はプラスチックの利便性を保全しつ
つ、プラスチックがもたらす資源・環境面の問題に対処していかなければならな
いことが現実である。
31-2 企業の社会的責任
企業は、単独で存在できるものではなく、従業員や消費者、取引先、地域社会な
どのステークホルダーの支持のもと存在しうる（ Figure 1.2.1）。時代の変化や、経
営環境の変化により企業を取り巻く環境は大きく変わり、またステークホルダーの
範囲も変化していき、企業の拡大とともに、拡大していく。その過程において企業
が社会へ与える影響も大きくなり、企業の社会的責任（ CSR : Corporate Social
Responsibility）の要求も大きくなっていく。また、近年では企業のグローバル化が
進み、ステークホルダーの範囲は日本だけに留まらずグローバルに拡大しており、
企業における CSR の重要性はますます高まっている。例えば、米国に本社を置く
コーヒーチェーン大手のスターバックス社が、海洋プラスチック問題などへの取組
みとして、プラスチック製使い捨てストローの使用を 2020 年までに世界中の店舗
で全廃すると発表し、大きな注目を集めた 3)。スターバックス社では世界に 2 万
8,000 店舗を持ち、推計で 10 億本のプラスチック製ストローが使用されている。そ
の動きに影響される形で世界中に同様の取組みが広がっており、国内においても、
すかいらーくホールディングスが運営する「ガスト」など飲食チェーン店において、
2020 年までに国内外の 3,200 店舗でプラスチック製ストローを廃止することを発
表している 4)。
Figure 1.2.1. 企業とステークホルダーの関係
近年では、CSR への取組みを資産運用の投資先の評価基準に組込んだ社会的責
任投資（SRI : Socially Responsible Investment）の動きも欧米を中心に盛んになって
おり、企業の CSR への取組み圧力として働いている。2014 年度における SRI 運用
4資産額は 21.4 兆ドルであり、世界の運用資産の 30.2%を占めるまでになっている。
（Table 1.2.15)）
Table 1.2.1. 世界の地域別 SRI 投資額 (2014 年 )5)
この SRI 投資について整理をすると、そもそもは 1920 年代の米国において、キ
リスト教教会が聖書の倫理に基づく資産運用として、酒、たばこ、ギャンブルとい
ったキリスト教倫理に反する特定の産業および企業を投資対象から排除したこと
が起源とされている 6,7 )。尚、このように特定の産業及び企業を投資対象から排除
する投資行動をネガティブ・スクリーニングといい、SRI 投資はネガティブ・スク
リーニングが出発点となっている。その後、 1970 ~1980 年代にかけて、米国によ
るベトナム戦争反対の投資回避行動および、南アフリカのアパルトヘイト反対のた
めの、カナダ・米国・英国による投資回避や投資引揚げ（ダイベストメント）行動
が取られ、この時期に SRI 投資拡大の基盤が形成されたとされている。 1990 年代
以降は、地球環境問題への意識の高まりを受けて、環境問題の解決に向けた投資が
増加し、従来からのネガティブ・スクリーニングに加え、環境、人権などに対する
企業の取組みを評価し投資するポジティブ・スクリーニングが広がっていったとさ
れている。
最近では、SRI 投資は ESG 投資へと変容し、SRI 投資に比べ飛躍的に投資対象を
拡大している。 ESG 投資とは環境（ Environment）、社会（ Society）、ガバナンス
（Governance）の要素を考慮した投資のことを指し、2006 年に責任投資原則（ PRI：
Principles for Responsible Investment）が国連の支援により策定されたことから始ま
ったといわれている。SRI 投資は、ネガティブ・スクリーニングの場合においても、
ポジティブ・スクリーニングの場合においても、対象を限定し企業の評価および投
資活動を行うのに対し、ESG 投資は、企業の課題が環境（ E）、社会（ S）、ガバナ
ンス（G）への取組みと理解されるようになれば、全ての企業がその対象となると
されており、SRI 投資では一部への投資だったのに対し、ESG 投資は全ての企業が
投資先であると捉えられている。
このように ESG 投資が活発になった現在においては、企業の CSR 活動が世界中
5から注視される状況になっているいえる。例えば、ノルウェーの公的年金基金は石
炭関連産業へのダイベストメントを行うことを宣言し世界中から注目を集めてい
る。それは、収入の 30%以上を石炭関連から得ている企業を投資先リストから除
外するという内容であり、日本企業では、中国電力、北陸電力、四国電力と J パワ
ーの 5 社が引揚げ対象となっている 8)。その影響の範囲が欧米内だけに留まってい
ないことがわかる。
1-3 循環型社会への取組み
近年まで我が国は、大量生産・大量消費・大量廃棄の経済社会システムで成長
を続けてきた。その一方で、資源の消費拡大と多量の廃棄物による環境負荷の増
大により、天然資源の枯渇、環境破壊、廃棄物処分場の不足などさまざまな問題
に直面している。そのため、近年では持続可能な循環型社会に向けた取組みの重
要性が認識されてきている。「循環型社会」とは、廃棄物などの発生抑制と適正な
循環的利用・処分により、枯渇天然資源の消費を抑制し、環境への負荷ができる
限り低減される社会である 9)（ Figure 1.3.1）。循環型社会を実現させるためには、
再使用（リユース）や再生材料化（マテリアル）、原料化 (ケミカル )、熱利用 (サ
ーマル )などのリサイクルより優先順位の高い取組みとして、そもそもの使用量を
削減するリデュースが大切であるとしている。
6Figure 1.3.1. 循環型社会の姿（環境省資料を元に作成）
リデュースについては、生産者の立場では使用量を低減するコンパクト設計な
ど、消費者の立場では不必要な購入を行わないなど、それぞれの立場での取組みが
必要である。材料設計の観点でリデュースを考えた場合、持続可能な天然資源であ
るバイオマスを材料設計に組込むことで、枯渇天然資源の使用量を減らすこと、つ
まり、バイオマス／プラスチックコンポジット化が有効な手段の１つである。バイ
オマスとは、 2002 年に閣議決定されたバイオマス・日本総合戦略によると、生物
資源（ bio）の量（mass）を表す概念で、「再生可能な、生物由来の有機性資源で化
石資源を除いたもの」と定義されている 10)。また、バイオマスの特性としてカー
ボンニュートラルという特性があるとされている。これは、バイオマスは成長の過
程で CO 2を吸収するため、バイオマスの成長から燃焼までの全体で捉えた場合、
CO 2の量は増加しないと見なす考え方である 11)。
71-4 バイオマス資源
持続可能な資源を積極的に用いて枯渇天然資源の投入を抑制することの重要性
が認識されてきた背景から、持続可能な資源であるバイオマスと枯渇天然資源であ
るプラスチックとの複合化、すなわち、コンポジットの研究に注目が集まっている。
特に、 2000 年代に入り、循環型社会への社会的要請が高まり、世界最大の再生可
能資源であるセルロースを中心とした研究が進められてきている。
我が国のバイオマス資源に目を向けると、その温暖・湿潤な気候により、豊富な
バイオマス資源の賦存量を持っている。また、その種類も、家畜排せつ物、食品廃
棄物、作物残さ、木質系廃材など多岐にわたる。一方で、バイオマス資源を工業的
に使用することを考えた場合、品質、コスト、調達性に対して、高い水準が求めら
れる。
1-4-1 バイオマス資源としてのタケ
西日本を中心に豊富な賦存量を持つタケは、均質なバイオマスであり、成長速度
が速く持続的に利用することができる。また、近年では従来からの方法によるタケ
の利用が減っており、管理竹林が放置される状況が拡大している。この放置竹林を
解消するため、各地域でその活用が課題になっている。
タケを工業的利用の観点から見た場合、均一性（品質）、里山に繁茂（コスト）、
タケノコ林からの定期的な伐出（調達性）など、工業資材として高いポテンシャル
をもつ有望なバイオマス資源であることがわかる。しかし、タケの表層は非常に硬
く粉砕が難しいことから工業用途への展開が広がってこなかったという現実があ
る。このような工業用バイオマス資源として利用するための処理方法の問題を解決
することで、タケはそのバイオマス資源としての高いポテンシャルを発揮できるよ
うになることから、タケの処理方法の研究が盛んに行われている 12-15)。
81-4-2 タケの組織構造
タケの断面構造を観察すると、長手方向に維管束が並んでおり、一つの維管束は
四つの維管束鞘と複数の導管や師管から構成されている。（ Figure 1.4.2.1）
Figure 1.4.2.1. タケの断面構造
維管束鞘の 1 つ 1 つは径がおよそ 100～ 300μm の Technical fiber であるが、それ
を構成しているのは径約 10μm ほどの Elementary fiber であり、これはさらに径約 1
～ 10nm の nanofiber から成っている。これらの繊維構造の間隙を充填するように、
あるいは縫うようにリグニンおよびヘミセルロースがそれぞれ存在し、その周囲の
柔組織とあわせて鉄筋コンクリートのような強固な組織構造を形成している
(Figure 1.4.2.2) .
9Figure 1.4.2.2. タケの組織構造
また、この維管束構造は、タケの表層に近くなるほど密に存在する。そのため、
非常に硬い表層構造を形成している。この硬い表層構造のため、タケは木に比べて
粉砕することが難しく、工業用素材としての利用は限られた範囲でしかなかった。
タケを破砕あるいは粉砕するために用いられてきた従来の方法としては、機械的
な破砕・粉砕法の他に爆砕法 12 )や化学処理法 13 )などの方法がある。しかし、従来
の方法では、破砕・粉砕装置の刃の摩滅による頻繁な刃の交換、高温高圧容器の使
用によるスケールアップ時の制約事項、さらには処理に用いた化学物質の後処理な
どの課題があった。近年、西田らは常圧の過熱水蒸気（ SHS）を用いてタケを前処
理し、容易に破砕・粉砕、さらに分級する方法を見出した 14 )。特定の温度域の SHS
を用いることにより、容易にタケの中のヘミセルロース成分の加水分解・除去反応
を選択的に行い、セルロース繊維を傷つけることなく取り出すことが可能となった
15 )。これにより、タケを工業用資材として再検討する素地が構築された。
1-4-3 タケ資源の豊富さ
タケは、気候が温暖湿潤な地域に分布し、温帯・熱帯地域を中心に世界中で見ら
れる。日本においては、西日本を中心に広く分布し、その竹林面積は、 2007 年に
は 15.9 万 ha、侵入率 25%以上の竹林を含めると 41 万 ha にも及ぶ 16 )。日本におけ
るタケは木本（もくほん）系で 50 種類以上あるとされている 17 )が、モウソウチク
（Phyllostachys pubescens）、マダケ（Phyllostachys bambusoides）の 2 種類で日本の
99%の竹林面積を占めるとされている（ Figure 1.4.3.1） 18 )。竹林 1ha あたりのタケ
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材重量については、モウソウチクが 140t/ha、マダケで 100t/ha と報告されており、
平均して 120t/ha と仮定 19 )すれば、竹林で約 1,900 万 t、侵入竹林の侵入率の平均
を 50%と仮定すると約 1,500 万 t、合計した賦存量は 3,400 万 t を超える量になる。
一方で、日本の管理竹林面積は年々減少し、2001 年においては約 5 万 ha である 20 )。
つまり、3,400 万 t から管理竹林の約 600 万 t を除いた 2,800 万 t の放置・侵入竹林
のタケが完全な未活用バイオマスとなっている。
また、タケの成長速度は速く、2~3 ヶ月で成木と同等の高さになり、たとえ竹林
を皆伐しても、地下茎組織が残存すれば、 3~10 年で竹林が再生するといわれてい
る。タケノコ林のような管理竹林のタケの管理方法としては竹林の 1/4~1/5 を毎年
伐採することが基本とされていることから、日本においては毎年 680~850 万 t のタ
ケを新たな用途として持続的に利用することが可能であることを意味している。さ
らに、タケはアジアの温帯・熱帯地域に特に多く分布しているが、アフリカ大陸中
央部、アメリカ大陸中央部および南部、オーストラリア大陸北部にも分布しており
17 )、そのバイオマス資源としての豊富さは世界規模である。
Figure 1.4.3.1. 竹の種類 モウソウチク（左）、マダケ（右）
1-4-4 放置竹林の問題
日本においてタケは、古くからタケノコ生産や竹材生産を目的として利用されて
きた。しかし、安価な輸入タケノコや輸入竹材の増加により国内産の需要が減少し、
また従来からの竹製品のプラスチック製への代替、タケ生産農家の少子高齢化によ
る後継者不足などにより、タケの需要量は激減した。このことにより竹林が手入れ
されず放置されることとなっていった。 1970 年には 15 万 ha あった管理竹林は、
1980 年代から急激に減少していき、2001 年には 5 万 ha となっている 20 )。一方で、
タケは成長が早く、地中に広がる長い地下茎よりランダムに芽を発生するため、早
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いスピードで拡大・浸食していく。そのため、管理されなくなった放置竹林は、他
の樹木など生物多様性へ悪影響を及ぼす。また、地下茎は地下 30 センチ以下の浅
い所に集中するため、降雨のたびに表土が流出しやすく、土砂崩れを招きやすい。
日本各地でこのような放置竹林による問題が生じており、その対策が急がれている。
ここで、2012年に調査された都道府県別の竹林面積の上位 10位までを Table 1.4.4.1
に示す 21 )。これら多くの地域で放置竹林が問題となっており、その対策に苦慮し
ている 18 ,22 ~28 )。このようにタケは、我が国髄一のバイオマス資源であるにもかか
わらず、各地で厄介者扱いされており、その有効活用方法が求められている。
Table 1.4.4.1. 竹林面積の多い都道府県上位 10 県 (2012 年 )21 )
順位 都道府県 面積    
 鹿児島       
 大分       
 福岡       
 山口       
 島根       
 熊本       
 千葉      
 宮崎      
 京都      
  岡山      
ここで、具体的な放置竹林の問題について、いくつかの自治体の状況を確認した。
その１例として、竹林面積が鹿児島県に次いで日本で 2 番目に広い大分県での状況
を参考にして次節において述べる。
1-4-4-1 大分県の事例
大分県は日本で 2 番目の竹林面積を持つ、全国有数のタケ資源保有県である。こ
こでは、同県の農林水産部林産振興室が 2008 年度に実施した「竹林等実態調査報
告書」24 )を参考にした。調査の対象地区は、県内の森林に占める竹林の割合が多い、
国東地区、大分地区、臼杵地区の 3 地域としている。（ Figure 1.4.4.1）
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Figure 1.4.4.1. 大分県における竹林等実態調査対象地区
大分県は日本一のマダケの産地であるが、国東地区は、県内でも良質のマダケ
の産地として知られている。県内の竹材業者の半数がこの地域で経営を行っている。
調査結果では、この地区の竹林では、最近需要の多い小径のマダケを中心に竹材業
者が管理しているため、比較的よく管理されており、放置竹林までは至っていない
ことが報告されている。
大分地区は、モウソウチクが多く、市街地近郊の地の利を生かして、数十年前ま
ではタケノコ生産やタケ材生産が行われていたが、タケノコやタケ材価格の低迷、
生産者の高齢化による人手不足などで竹林の管理が難しくなり、放置竹林化が進行
している。また、モウソウチク林はタケの根が浅く、地表を覆い尽くすため、台風
などで地滑りが起きやすいといわれており、実際に、この地区の急傾斜地で地滑り
を起こした竹林の様子も報告されている。放置竹林の地権者の話も紹介されており、
「タケノコ生産をしたいが急傾斜地の地形で、タケノコの収穫や搬出に経費がかか
る。また、イノシシによるタケノコ被害が多く電柵を設置しても経費が出ない」と
の話のとおり、輸入タケノコによるタケノコ価格低下が放置竹林化の原因の１つと
なっていることが窺える。また、放置竹林により侵入されたスギ林管理者の話も紹
介されており、タケの伐採自体が高齢のためできないこと、スギ材自体も価格が安
いためにこの状況を放置しているとのことであり、行政など周囲の援助がなければ
侵入竹によりスギ人工林の放置竹林化が進んでいくことが予測される。さらに、放
置竹林に迷惑している地域住民の話も紹介されている。内容としては、放置竹林内
の枯竹が少しの強風でも市道を塞ぎ、枯葉が市道を覆い尽くすこと、それを地域の
市道利用者が片付けをしているとのことであり、放置竹林が引き起こす地域問題の
一例が窺える。
臼杵地区は、モウソウチクが多く、かつては収益性の高いタケノコ生産が盛んで
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あったが、近年輸入タケノコの増加やタケ製品の利用の減少で単価が低迷し、タケ
材、タケノコともに生産量が減少しており、放置竹林化した竹林が増加しているこ
とが報告されている。タケノコ生産者の話によると、後継者はいるものの、タケノ
コ生産などに関心がなく他の産業に従事していること、また、タケノコの単価が安
いので竹林整備にも力が入らないこと、伐竹をしたいが高齢のため思うように作業
がはかどらないことが述べられており、今後、放置竹林化が進んでいく可能性が窺
える。
大分県の事例から、放置竹林化の主原因が、タケノコやタケ材価格の低下にある
ことが明らかである。これは、小径竹の需要があるマダケの竹林管理は継続されて
いる一方で、輸入タケノコや輸入タケ材の影響を大きく受けているモウソウチクの
竹林の放置竹林化が顕在化してきているという現状を明示している。また、放置竹
林は、人工林への侵入や、急傾斜地での地滑り、枯竹の散乱による市道への影響な
ど、地域への悪影響が発生していることも具体的に示され、放置竹林対策が喫緊に
対処すべき問題であることは明白である。ただし、放置竹林の地権者の多くは、高
齢化しており、自力での管理が困難な状況にあることも、今後さらに顕在化する深
刻な要因の一つとなっている。その一方で、一つの連続した竹林に対して、多くの
地権者が存在するため、放置竹林の利用にはそのとりまとめも課題となってきてい
る。
以上の事例から、タケ材をバイオマス資源として新たな用途に工業的に利用する
ことは、管理竹林の維持や放置竹林問題の解決に結びつき、大きな社会的意義があ
る。しかしそのためには、竹林地権者との合意形成・取りまとめなど幾つかの地域
社会的な根深い課題も存在する。
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1-5 バイオマス／プラスチックコンポジットの取組み
持続可能な資源であるバイオマスと枯渇天然資源であるプラスチックとの複合
化、すなわち、バイオマス／プラスチックコンポジットに求められる品質は、大き
く分けて①一般物性、②機能、③外観の３つがある。一般物性は機械物性に代表さ
れるような物性表で表される品質を指す。バイオマス／プラスチックコンポジット
においては、繊維強化プラスチック（ FRP）の代替として、主に一般物性を要求さ
れることが多かったが、実際に製品で使用することを想定した場合、機能・外観が
必要となる。ただし、外観においては、繊維の色目を拾うため、外観部品での使用
は限定的となる。そのため、主に機能に絞って社会の要請を以下に検討した。
1-5-1 バイオマス／プラスチックコンポジットにおける難燃性および帯電防止
性への要求
プラスチックに求められる機能は、その使用環境により異なる。機能の例として
は、難燃性、耐候性、帯電防止性、耐薬品性、耐傷性、しゅう動性、高熱伝導性、
抗菌性、防カビ性などさまざまである。
現在は大きな技術の転換期に差し掛かっている。その 1 つが自動車の EV 化であ
る。自動車業界にとっては 100 年に 1 度の革命ともいわれている大きな転換期であ
る。EV 化により、モーター、バッテリー、ハーネスなど電気・電子部品の数が増
加すると言われており、プラスチックの難燃化に対する需要は今後一層高まると予
測されている。また、EV 化は同じ電気系統で動かす点から自動運転技術との親和
性が高いといわれている。自動運転技術には、センサー、カメラが必要技術となり、
やはり電気・電子部品の数が増加するといわれている。これまで、主に電気・電子
機器、OA 機器で必要とされてきたプラスチックの難燃化技術は、今後、自動車業
界も含め、その必要性はますます拡がっていく傾向にある。
これらの要求に対し、バイオマス／プラスチックコンポジットの利用においては、
問題点がある。バイオマスとプラスチックの双方が可燃性であるという点である。
この可燃性は、電気・電子部品などへ適用する際の制限要因となるために、難燃性
を付与し、煙の排出も少なくする難燃化の研究が行われてきた。プラスチックで最
も汎用的に用いられるポリプロピレン（ PP）樹脂の難燃剤としては、ハロゲン系
難燃剤と三酸化アンチモンとの併用で使用されることが多い 29 )。しかし、近年、
WEEE 指令や RoHS 指令において難燃剤に対する環境規制が進み 30 )、ハロゲン系
難燃剤の使用が制限される状況になってきており、今後、環境適合性に優れた難燃
剤の重要性がより増大していく傾向にある。ハロゲンフリー難燃剤としては、水酸
15
化物系、リン系、シリコン系、膨張性難燃剤などが開発されており、代表的なもの
は、ポリリン酸アンモニウム（APP）や、APP とペンタエリトリトールおよびメラ
ミンとの混合物などである。バイオマス／プラスチックコンポジットの利用におい
ては、バイオマスがプラスチックへの難燃剤の効果を阻害しないか、また、バイオ
マス／プラスチックコンポジットとして必要な難燃性を確保できるかの検証が必
要となる。
また、電気・電子部品の増加に伴い、必要な機能としては、難燃化の他に、帯電
防止性が挙げられる。一般的にプラスチックは絶縁体であるため、帯電しやすく、
帯電した静電気によって材料表面に空気中の埃や汚れが吸着し、外観上や衛生上の
問題だけでなく、電子機器の誤動作を引き起こすなどの問題が生じることがある。
特に、電気・電子部品などは小型・軽量化、高機能化が進んでおり、静電気による
影響が大きくなっている。そのために、使用用途に応じたレベルの導電性を付与し、
静電気障害を防止する帯電防止技術の開発が進められている。
バイオマス／プラスチックコンポジットが永久帯電防止性を発現するためには、
一般的にプラスチックは絶縁体であるため、バイオマス自体が機能性フィラーとし
てある程度の導電性を持つ必要がある。木材セルロースの導電性は 10 8Ω程度であ
ることが知られている。ただし、それは多分に吸着水の効果によるところが大きい。
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1-6 本研究の目的
本研究は、枯渇資源由来のプラスチックの持つ負の側面である資源・環境問題へ
の解決手段の 1 つとして、再生可能でありカーボンニュートラルの特性をもつ天然
繊維とのバイオマス／プラスチックコンポジット化に着目し、その天然繊維として
は国内随一の豊富な再生可能資源でありつつも、未利用バイオマス資源であったタ
ケに着目し、その針状短繊維（テクニカル／エレメンタリーファイバーウィスカー：
BμF）と，汎用樹脂ポリプロピレン（ PP）との複合体の工業的な利用展開の可能性
について検討を行うことを目的とする。特に、工業利用範囲の拡大のために、今後
あらゆる電気・電子製品・部品において必須となることが予測される難燃性および
帯電防止性の機能に着目し、BμF／ PP 複合体での機能発現について検討を行った。
さらに、作製した BμF／ PP 複合体について、実際に企業での工業的な利用展開の
可能性について考察を行うことがもう一つの目的である。
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第２章 バイオマス／プラスチックコンポジットの難燃性と帯電防止性に関する
先行研究
近年、持続可能な資源であるバイオマスと枯渇資源である原油由来のプラスチッ
クとの複合体であるバイオマス／プラスチックコンポジットの研究に注目が集ま
っている。バイオマス／プラスチックコンポジットにおいては、FRP の代替として
一般物性、特に機械物性に関する研究が中心であった 1~3 )が、実用化の観点からは、
機能性も必要となる。プラスチックに求められる機能としては、難燃性、耐候性、
帯電防止性、耐薬品性、耐傷性、しゅう動性、高熱伝導性、抗菌性、防カビ性など
さまざまであるが、今後、その使用用途の拡大が予測されている電気・電子部品に
おいて、特に必要な機能となる難燃性と帯電防止性に着目し、 2-1 節および 2-2 節
にてそれぞれ先行研究について調査を行った結果を述べる。
2-1 バイオマス／プラスチックコンポジットの難燃性
現在は大きな自動車技術の転換期に差し掛かっている。その 1つが EV化である。
EV 化により、モーター、バッテリー、ハーネスなど電気・電子部品の数が増加す
るといわれており、これまで、主に電気・電子機器、OA 機器で必要とされてきた
プラスチックの難燃化技術は、今後、自動車業界も含め、その必要性はますます拡
がっていく傾向にある。
一方で、バイオマス／プラスチックコンポジットの利用においては、バイオマス
とプラスチックの双方が可燃性であるという問題点がある。したがって、個々の難
燃化のみならず、一方の難燃化機構に及ぼす他方の影響を確認する必要がある。
プラスチック自体の難燃化については、古くから研究されてきている。 Figure
2.1.1 に代表的なプラスチック用難燃剤を示す。
プラスチックで最も汎用的に用いられる PP 樹脂の難燃剤としては、ハロゲン系
難燃剤と三酸化アンチモンが併用で使用されることが多い 4)。しかし、近年、EU
での WEEE 指令や RoHS 指令において難燃剤に対する環境規制が進み 5)、ハロゲン
系難燃剤の使用が制限される状況になってきており、今後、環境適合性に優れた難
燃剤の重要性がより増大していく傾向にある。ハロゲンフリー難燃剤としては、水
酸化物系、リン系、シリコン系、膨張性難燃剤などが開発されており、代表的なも
のは、ポリリン酸アンモニウム（APP）や、APP とペンタエリトリトールおよびメ
ラミンとの混合物などである。
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Figure 2.1.1. 代表的なプラスチック用難燃剤
これらのプラスチック自体の難燃化の動向を念頭に置きつつ、バイオマス／プラ
スチックコンポジットの難燃化についての先行研究調査を行った。
近年、さまざまなバイオマス特に天然繊維とプラスチックのコンポジットにおけ
る難燃性付与の研究が行われている。木粉 6~10 )、ケナフ繊維 11 ,12 )、サイザル繊維
13 ,14 )、バガス繊維 15 )、フラックス繊維 16 ,17 )など、また、天然繊維単独のコンポジ
ットではなくガラス繊維とのハイブリット材料に対する難燃性研究も行われてい
る。例えば、タケ繊維とガラス繊維および PP とのハイブリットコンパウンドにお
ける研究 18 )では、ガラス繊維単独でのコンポジットよりもタケ／ガラス繊維ハイ
ブリッドコンポジットの方が、熱放出率（HRR）が低く抑えられるなど耐火性が
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向上することが報告されており、これはタケ繊維中のリグニンによるチャー形
成のためと考えられている。樹脂としては PP7, 9 , 10 ,12 ,13 ,15 , 17 , 18 )が多いが、PE 6)、ABS 8)
など他の熱可塑性樹脂や、 PLA 11 ,16 )などのバイオプラスチックや、エポキシ 14 )、不
飽和ポリエステル 19 )、ビニルエステル 20 )などの熱硬化性樹脂を用いた事例もある。
難燃性の付与方法としては、プラスチック自体の難燃化の動向と同様に、ハロゲ
ンフリー難燃剤の研究が活発になされている。代表的なものが、加熱により難燃性
ガスを発生し、コンポジット内に気泡を形成して、外部からの熱伝導を制限するこ
とで難燃性を発現する膨張性難燃剤がある。この膨張性難燃剤として代表的である、
ポリリン酸アンモニウム（APP）とペンタエリトリトールおよびメラミンとの混合
物系を用いた研究がなされている。また、その系についての品質改善およびコスト
改善の研究も行われている。例えば、ペンタエリスリトール（ PER）およびメラミ
ンの吸湿、浸出、およびポリマーマトリックスとの非相溶性の克服のために、合成
した新規なトリアジンポリマーについて、コスト低減の対策として安価である膨張
性黒鉛（EG）を併用する例も報告されている 10 )。
また、APP を難燃剤として単独で使用する研究も行われている。ただし、APP
は極性が高く、非極性で疎水的なプラスチックに高充填する場合においては、コン
ポジットの機械物性が低下することが避けられない。そのため、APP を変性させ
て、非極性プラスチックとの親和性を向上させ、結果として機械強度を改善する研
究も行われている 7)。また、変性によるコスト高を改善するために、 EG を併用す
る例も報告されている 9 )。
これらの報告の中で、EG はコンポジット系に高い難燃性を付与し、また、その
コストを低減させるというメリットの一方で、その化学構造的特性から PP との相
溶性が悪いため、コンポジットの機械物性を大幅に低下させてしまうことも示され
ている。
本論文の第 3 章においては、高い難燃性とコスト的な有利性を持つ EG を難燃剤
として単独で用いた場合の、バイオマス／ PP コンポジットの難燃性発現及び機械
特性評価、さらにその物性改善を検討する。
2-2 バイオマス／プラスチックコンポジットの帯電防止性
電気・電子部品の増加に伴い、必要な機能としては、難燃化の他に、帯電防止性
が挙げられる。一般的にプラスチックは絶縁体であるため、帯電しやすく（ Figure
2.2.1）、帯電した静電気によって材料表面に空気中の埃や汚れが吸着し、外観上や
衛生上の問題だけでなく、電子機器の誤動作を引き起こすなどの問題が生じること
がある。特に、電気・電子部品などは小型・軽量化、高機能化が進んでおり、静電
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気による影響が大きくなっている。そのために、使用用途に応じたレベルの導電性
を付与し、静電気障害を防止する帯電防止技術の開発が進められている。
他方、バイオマス、例えば、木材や木綿などのセルロース系材料も絶縁体であり、
プラスチック類とは逆の電荷に帯電しやすい（ Figure 3.2.1）。このように両極端に
帯電しやすいものの組み合わせをコンポジットして複合化する場合は、それぞれの
帯電の大きさを助長しやすい。
Figure 2.2.1. 各種材料の静電気の発生のしやすさ
バイオマスを含むプラスチックコンポジットが永久帯電防止性を発現するため
には、バイオマス自体が機能性フィラーとしてある程度の導電性を持つ必要がある
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ことから、バイオマス自体の導電性についての研究も盛んに行なわれている。以下、
バイオマスを含むプラスチックとのコンポジットの帯電性に関する先行研究調査
を行った。
バイオマス／プラスチックコンポジットの先行研究調査は、大きく 2 つの方向性
に分けて行った。それらは、バイオマスを導電性フィラーの主体として用いるか補
助的に用いるかである。
まず、補助的役割の立場での先行研究について述べる。一般的にプラスチック自
体は絶縁体であるため、導電性を付与するために導電性を持つ機能性フィラーを添
加することが多い。例えば、カーボンブラック（CB）がよく用いられる。しかし、
多量の CB の使用は加工の困難さや機械的性質の低下などの欠点をもたらす可能
性がある。そのため、Choh らは、天然繊維とのコンポジット化によりその欠点を
補う検討を試みている 21 )。天然繊維としては、油ヤシの空果房繊維（Oil Palm Empty
Fruit Bunch Fiber）が用いられ､マトリックスプラスチックとしては、低密度ポリエ
チレン（LDPE）が用いられた。結果的に、機械的性質であるヤング率は向上した
ものの、表面抵抗値は、帯電防止性材料としては使用可能な範囲内ではあるが、増
加するという結果になった。この原因について、表面抵抗値の増加は、導電フィラ
ー CB の有効組成比が減少したためと考察している。
一方で、天然繊維が導電性付与に大きく寄与する例も報告されている。マトリッ
クスがプラスチックではなく天然ゴム（Natural Rubber）の場合、Wu らは、天然繊
維を用いて導電性の向上及び CB の使用低減の検討を試みている 22 )。天然繊維は、
綿（Cotton）を用い、酸加水分解処理などを行いセルロースナノウィスカー（CNW）
として使用した。あらかじめ、CNW に CB を担持させ、CB/CNW/NR ナノコンポジ
ットを作製した。結果的に、機械的性質および導電特性を大きく向上させることに
成功した。導電特性は、CB のパーコレーション閾値を 37%低減させた。これは、
CB/CNW によりコンポジット内に 3 次元導電性構造をもたすことができたためと
結論づけている。
本論文においては、第 3 章において、難燃剤として EG を用いている。EG は導
電性フィラーとしても有効に機能することが確認されている 23 )。そのため、天然
繊維と EG の帯電防止特性における相乗効果が期待できる。
次に、バイオマスを導電性フィラーの主体として用いる立場での先行研究につい
て述べる。Chand らは、天然繊維として籾殻（Rice Husk）を、マトリックスプラ
スチックとしてポリ塩化ビニル（ PVC）を用いて、導電性向上の検討を試みている
24 )。また、Kittinaovarat らは、天然繊維としてタケを、マトリックスプラスチック
として PP および LDPE を用いて、導電性向上の検討を試みている 25 )。いずれの研
究においても、天然繊維とのコンポジットにより導電性が向上することが示されて
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いる。一方で、天然繊維による導電性向上には天然繊維が吸着する水分の影響が大
きいと述べられている。Notingher らは、ブナ（Beech Wood）より得たセルロース
繊維と PP のコンポジットを用いて、吸着水の導電性における影響の検討を試みた
26 )。水分の吸着のため、コンポジットは一定時間、蒸留水中に浸漬された。浸漬さ
れたコンポジットは一様に表面抵抗が低下し、導電性が向上することが示された。
しかし、吸着水分による帯電防止性能は、乾燥に伴う水分の気化により、その性能
は低下しやすく、永久帯電防止機能の付与が望まれている。
本論文の第 3 章および第 4 章では、天然繊維の原料としてタケを用いるが、SHS
処理によりセルロース繊維表面がリグニンによって被覆され、茶褐色～黒色に変化
することが確認されている（Figure 2.2.2） 27 )。そのため、上記したような水分によ
る寄与とは別の機構で永久帯電防止機能が発現すると推測される。
Figure 2.2.2. SHS 処理に伴う竹繊維の変化
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第３章 タケ由来バイオマス／ポリプロピレンコンポジットの難燃性評価
3-1 はじめに
近年、持続可能な循環型社会に向けた取組みの重要性が再認識されてきている。
材料の観点から循環型社会を実現させるためには、原料として枯渇資源の再利用
だけではなく、持続可能な資源を積極的に用いることが重要である。このような
背景から、持続可能な資源である天然繊維とプラスチックとの複合化の研究に注
目が集まっている。すなわち、持続可能な資源である天然繊維をプラスチックに
添加し、繊維強化を狙いつつ、プラスチック使用量の削減による枯渇資源使用量
の低減を意図している。例えば、マレーシアの油ヤシ産業の廃棄物である油ヤシ
の葉や空房の繊維 1)をはじめ、ジュート 2)、パイナップル 3)などの天然繊維とプラ
スチックとの複合化の研究が行われている。日本では、バガス繊維 4)、絹繊維 5)、
綿繊維 6)、タケの長繊維 7)などが複合材料素材として研究されている。
ここで、タケに目を移すと、タケは日本において 2,700 万 t にも及ぶ膨大な賦存
量を有している 8)。近年は放置竹林が増加し農地や植林地への侵入被害が増加して
おり、タケの有効利用の必要性が叫ばれている。タケはその堅牢な組織構造のた
め、木に比べて粉砕することが難しいとされてきた。タケを破砕あるいは粉砕す
るために用いられてきた従来の方法としては、機械的な破砕・粉砕法の他に爆砕
法 9)や化学処理法 10 )などの方法がある。しかし、従来の方法では、破砕・粉砕装
置の刃の摩滅による頻繁な刃の交換、高温高圧容器の使用によるスケールアップ
時の制約事項、さらには処理に用いた化学物質の後処理などの問題・課題があっ
た。近年、西田らは常圧の過熱水蒸気（ SHS）を用いてタケを前処理し、容易に破
砕・粉砕、さらに分級する方法を見出した 11 )。特定の温度域の SHS を用いること
により、容易にタケの中のヘミセルロース成分の加水分解・除去反応を選択的に
行い、セルロース繊維を傷つけることなく取出すことが可能となった 12 )。この SHS
処理法を用いて得られたタケ短繊維：ウィスカーを含むタケ粉末（BP）とプラス
チックとの複合体において、BP の効果的な繊維強化機能の発現が報告されている
13 )。
一方、天然繊維とプラスチックの複合体には、実際の利用においていくつかの問
題点がある。その一つが、天然繊維とプラスチックの双方が可燃性であるという点
である。プラスチックの中でも、ポリプロピレン（ PP）は、特に燃焼性の高い材
料であり、さらに燃焼中に煙を放出する。この可燃性は、電気・電子部品などへ適
用する際の制限要因となるために、難燃性を付与し、煙の排出も少なくする難燃化
の研究が行われてきた（ Figure 2.1.1 参照）。通常、 PP 用難燃剤は、ハロゲン系難
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燃剤と三酸化アンチモンとの併用で使用されることが多い 14 )。しかし、近年、WEEE
指令や RoHS 指令において難燃剤に対する環境規制が進み 15 )、ハロゲン系難燃剤
の使用が制限される状況になってきており、今後、環境適合性に優れた難燃剤の重
要性がより増大していく傾向にある。ハロゲンフリー難燃剤としては、水酸化物系、
リン系、シリコン系、膨張性難燃剤などが開発されており、代表的なものは、ポリ
リン酸アンモニウム（APP）や、APP とペンタエリトリトールおよびメラミンとの
混合物などである。
近年、膨張性難燃剤が大きな注目を集めている。典型的な膨張性難燃剤である膨
張性黒鉛（Expandable Graphite：EG）は高い難燃性能と低コストにより注目されて
きている 16 )。EG は、硫酸や過マンガン酸カリウムのようないくつかの酸化剤が黒
鉛の六角板状結晶層間に挿入された化合物である。熱を受けると EG は膨張し大量
の断熱層を形成することで、ポリマーマトリックスの難燃性を向上させる働きを行
う。天然繊維とプラスチックとの複合体においても、EG を難燃剤として使用する
研究は既に行われており、木粉と PP の複合材に対し 25%の添加で、UL-94V 試験
で V-0 を達成することが報告されている 17 )。ここで、UL 試験は、米国の保険会社
が制定した電気機器に関する安全規格であり、電気電子機器、OA 機器の規格とし
て世界で最も広く運用されている。UL94 規格の燃焼性評価には各種試験法があり、
特に、V 試験は、電気・電子機器、OA 機器の難燃性評価に最もよく用いられてい
る試験法である。電気・電子機器などのハウジング材料の難燃性として、部品ごと
に V-1 や V-0 以上をクリアすることが要求されている。しかし、APP や EG は、そ
れらの添加によりプラスチック成形体に難燃性を付与する一方で、成形体の機械物
性を低下させることが報告されている。そのため、各種難燃剤をそれぞれ単独で使
用するのではなく複数の難燃剤を組み合わせることで APP や EG の添加量を抑え、
機械物性低下を低減する方法が研究されている 18 )。
本研究では、天然強化繊維として、近年注目されてきているタケ繊維、とりわけ、
各種コンポジット成形のための射出成形や異形押出成形などの溶融成形性に優れ
たタケ短繊維（エレメンタリーファイバーウィスカー 19 )、平均アスペクト比 12.3）
を含有する BP/PP 複合体に着目し、その難燃化を目的に、難燃剤として水酸化物
系難燃剤、リン酸エステル系難燃剤、および EG を使用し、BP/PP 複合体における
これらの難燃剤の効果について比較検討を行った。さらに、難燃剤添加による機械
的物性の低下に対し、無水マレイン酸変性ポリプロピレン（MAPP）の添加効果を
検討し、難燃性と機械的物性が両立する難燃性 BP/PP 複合体の可能性について検
討した。
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3-2 実験
3-2-1 材料
モウソウチク（ Phyllostachys pubescens、直径 100~150mm、タケ齢 5年）は、福
岡県八女市より採取した。PPは、日本ポリプロ（株）のノバテック FY6（MFI 2.6）
を用いた。難燃剤については、EGは、エア・ウォーター (株 )のTEG SS-3（膨張度
180-230 CC/g、膨張開始温度 200-220 、形状 1~500µmの異形粉体、粒度 300µm以下
が 60%）を用いた。水酸化物系難燃剤としての水酸化アルミニウム（Al(OH) 3）は、
日本軽金属（株）のB1403を用い、水酸化マグネシウム（Mg(OH) 2）は、和光純薬
製（純度 95∔ %）を用いた。リン酸エステル系難燃剤としては、Scheme 3.2.1.1に示
した非ハロゲン系芳香族縮合リン酸エステル 1,3-phenylene-bis(xylenyl- phosphate)
（大八化学工業（株）、PX-200）を用いた。相溶化剤MAPPとしては（三洋化成㈱、
ユーメックス 1010）を用いた（ Scheme 3.2.1.2）。
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Scheme 3.2.1.1. リン酸エステル系難燃剤
O
O
O
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Scheme 3.2.1.2. 相溶化剤：無水マレイン化ポリプロピレン（MAPP）
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3-2-2 複合体の作製方法
モウソウチクは、常圧過熱水蒸気処理装置（直本工業株式会社製 NHL-1 型
（ Figure 3.2.2.1））を用いて 210°C で 3h 過熱水蒸気（SHS）処理を行った。この SHS
処理したタケを一次破砕機（奈良機械製作所、ハンマーミル HM-5）および二次粉
砕機（奈良機械製作所、自由粉砕機 M-2 型）を用いて微粉体にし、さらに分級機
（レッチェ社、ふるい振とう機 AS200 ベーシック）により、目開き 63~106μm の範
囲のスクリーンを通過したタケ短繊維（直径 20~100μm、長さ 100~1,000μm のエレ
メンタリーファイバーウィスカー）を含むタケ粉（Bamboo Powder：BP）を得た
（ Figure 3.2.2.2）。得られた BP は、顕微鏡下に 100 個以上の粒子の長径と短径を測
定し、平均アスペクト比（AR）を計算した結果、AR = 12.3 であった。
Figure 3.2.2.1. 常圧過熱水蒸気処理装置
Figure 3.2.2.2. タケマイクロ短繊維（BµF） 含むタケ粉末（BP）
得られた BP とマトリックス樹脂 PP および難燃剤や相溶化剤などの添加剤を所
定の割合でドライ混合し、この均一混合試料を井元製作所製二軸混練エクストルー
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ダー 160B 型（同方向回転二軸スクリュー、スクリュー直径： 15mm、L/D： 25、ベ
ント口数：1（Figure 3.2.2.3））にホッパーから供給し、所定の加熱溶融条件（加熱
温度：ホッパー部 90°C、シリンダーゾーン 1（ホッパー側） 190°C、シリンダーゾ
ーン 2（ダイス側）190°C、ダイス 190°C；スクリュー回転数 15rpm；スクリュー内
滞留時間 約 5 分）で溶融混練し、ダイスよりストランド状に押出した。得られた
ストランドをペレタイザにより切断し、所定の複合体ペレットとした。
Figure 3.2.2.3. 二軸混練エクストルーダー
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3-2-3 難燃性の評価
作製した各種複合体について、その難燃性を UL-94V 試験に準じた方法で評価し
た。試験片は、 2-2 節でエクストルーダーより押出された直径 5mm のストランド
を長さ 150mm に切断して使用した。評価方法としては、固体プラスチックの難燃
性規格 V-0、V-1、V-2 を評価する試験方法を採用した（ Figure 3.2.3.1）。試験方法
は、ストランド状の試験片をクランプに垂直に取付け、バーナーによる 20mm 炎に
10 秒間接炎する操作を 2 回行い、その燃焼挙動により、Table 3.2.3.1 に示した V-0、
V-1、V-2、および規格外（易燃焼性）の評価基準に基づいて判定を行った。
Figure 3.2.3.1. UL-94V 試験に準じた難燃性の評価方法
Table 3.2.3.1. UL94 難燃性試験評価基準
Vertical Test UL94
Classification V-0 V-1 V-2
Number of specimen 5 5 5
Thickness of specimen up to max. 13 mm
1 st flame application 10 s 10 s 10 s
2nd flame application 10 s 10 s 10 s
I Afterflame time after 1
st flame
application for each individual specimen Max. 10 s Max. 30 s Max. 30 s
II Afterflame time after 2
nd flame
application for each individual specimen Max. 30 s Max. 60 s Max. 60 s
III Total afterflame time for all 5 specimenafter 1 st and 2nd flame application Max. 50 s Max. 250 s Max. 250 s
IV Afterflame or afterglow of any specimenup to its end around no no no
V Cotton indicator ignited by flamingparticles of drops allowed no no yes
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3-2-4 熱的特性評価
熱的特性評価は、セイコーインスツルメント㈱製熱重量 /示差熱同時分析装置
TG/DTA 6200 を用いて、窒素気流（ 100 mL/min）中、 50~550°C の温度範囲で昇温
速度 9°C/min で測定した。
3-2-5 機械的特性評価
機械的特性評価のための試験片は、2-2 節で作製した複合体ペレットから、井元
製作所製熱プレス装置 IMC-180C を用いて 100mm 角で厚さ 0.5 および 2mm の圧縮
成形体を作製した後、所定の形状に切り出して測定に用いた。引張り試験片は、ダ
ンベル形状で中央細部の幅 5mm、長さ 40mm、厚さ 0.5mm とした。曲げ試験片は、
短冊状で幅 5mm、長さ 20mm、厚さ 2mm とした。引張試験および曲げ試験は、23±2°C
に制御された部屋で、井元製作所製 IMC-18E0 型引張圧縮試験機（ Figure 3.2.5.1）
を用いて、試験速度 10mm/min で行った。
Figure 3.2.5.1 . 使用した引張圧縮試験機
各試験は 3 回行い、得られた応力 -歪曲線（ S-S カーブ）より、下式を用いて、
引張強度、引張弾性率、曲げ強度および曲げ弾性率を算出し平均値を求めた。
引張強度は（１）式によって算出した。
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A
F （１）
ここで、 σ：引張強度（MPa）、 F：最大荷重時おける荷重（N）、A：試験片の元
の最小断面積（mm 2）を表す。
引張弾性率は、引張応力－歪み曲線の初めの直線部分を用いて（２）式によって
算出した。



E （２）
ここで、E：引張弾性率（GPa）、⊿ σ：直線上の２点間の元の平均断面積あたり
の応力の差（N/mm 2）、⊿ ε：同じ２点間の歪みの差を表す。
曲げ強度と曲げ弾性率は、それぞれ（３）式と（４）式を用いて算出した。
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FL
f  （３）
s
F
bh
LE f 
 3
3
4
1 （４）
ここで、σ fは曲げ強度 (MPa)、F は最大荷重時おける荷重 (N)、L はスパン距離 (mm)、
b は試験片の幅 (mm)、 h は試験片の厚さ (mm)、E f は曲げ弾性率 (MPa)、⊿ F は弾性
域内の荷重の変化量 (N)、⊿ s は弾性域内の荷重に対するたわみ量 (mm) を表す。
3-2-6 破断表面観察
作製した複合体の破断表面の微細構造観察は、表面をプラチナ被覆した後、日立
製作所製 SEM S-3000N を用いて、加速電圧 15kV で行った。
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3-3 結果と考察
本実験において作製したBP/PP/難燃剤からなる複合体の成分比率はTable 3.3.1に
記載した通りである。ここで、サンプル 1と 2は、参照サンプルであり、サンプル 1
はPP単独、サンプル 2は PPとBPが 50:50（wt/wt）の複合体である。
Table 3.3.1. BP/PP/難燃剤コンポジット組成
Sample PP(wt ratio)
BP
(wt ratio)
Flame resisting agent
(wt ratio)
Compatibilizer
(wt ratio)
1 100 - - - -
2 50 50 - - -
3 50 30 Hydroxides* 1 20 -
4 45 25 Hydroxides 30 -
5 40 20 Hydroxides 40 -
6 35 15 Hydroxides 50 -
7 40 50 Phosphate* 2 10 -
8 25 50 Phosphate 25 -
9 45 45 EG 10 -
10 40 40 EG 20 -
11 35 35 EG 30 -
12 40 40 EG 20 1
13 40 40 EG 20 3
14 40 40 EG 20 5
*1 Al(OH) 3 : Mg(OH) 2 = 1:1 (wt/wt)
*2 1,3-phenylene-bis (xylenylphosphate )
Table 3.3.1において、サンプル 3~6は、水酸化物系難燃剤を添加した複合体であ
る。ここで用いた水酸化物系難燃剤：Al(OH) 3とMg(OH) 2は、 Figure 3.3.1に示した
ように、加熱に伴い脱水反応による吸熱反応をひき起こし、系の温度上昇を抑える
ことで難燃効果を発現する。ここで、BP/PP複合体は、それぞれの成分が異なる温
度領域で熱分解反応を起こすため、それぞれの成分の熱分解に対応した難燃剤が必
要である。
予備検討の結果、Al(OH) 3あるいはMg(OH) 2単独では難燃効果があまり認められ
なかったため、ここでは、混合水酸化物系難燃剤を用いた。通常、水酸化物系難燃
剤は大量の添加を必要とするため、ここでは、溶融成形性維持のために、BPに対
して PPマトリックスの比率を高めて検討を行った（重量比で PP:BP=50:30~35:15
（wt/wt））。サンプル 7と 8 は、リン酸エステル系難燃剤の難燃性を確認するため
に Scheme 3.2.1.1に示した芳香族リン酸エステル系難燃剤を選択して複合体を作製
した。芳香族リン酸エステルは、それ自身が低温で溶融しマトリックス機能を有す
るため、PPと芳香族リン酸エステルの総和とBPとの重量比を 50:50（wt/wt）として
調製した。さらに、芳香族リン酸エステルを 25wt%以上添加すると、熱転移温度が
極端に低下したため、複合体は作製しなかった。
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2Al(OH) 3 → Al 2O3 + 3H 2O
Mg(OH) 2 → MgO + H2O
Figure 3.3.1. 水酸化物系難燃剤：Al(OH) 3とMg(OH) 2の熱分解における吸熱特性
サンプル 9~11は、難燃剤としてEGを選択して作製した複合体である。EGは、水
酸化物系難燃剤と同様に無機フィラーとしての位置付けとなるが、水酸化物系難燃
剤ほど大量の添加を必要としない。したがって、 PPとBPの重量比率を 1:1（wt/wt）
に固定し、EGの添加量を PPとBPの総和に対して 10~30wt%と変化させて添加し複合
体を作製した。さらに、後述する複合体の機械的性質を評価するために、サンプル
12~14では、BP+PP+EG = 100に対して、相溶化剤としてMAPPを 1~5wt%の範囲で添
加し、複合体を作製した。
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3-3-1 BP/PP 複合体および各種難燃剤の熱重量減少特性
本実験で作製した各種難燃剤含有 BP/PP 複合体の難燃性を評価する前に、BP/PP
（ 50:50 wt/wt）複合体および各種難燃剤の微分熱重量（DTG）変化を確認した結果
を Figure 3.3.1.1 に示す。BP/PP（50:50 wt/wt）複合体の DTG 曲線は、 350°C と 450°C
付近に 2 つのピークを持つ曲線が示され、それぞれ、セルロースと PP 成分の熱分
解によるものである。この熱分解挙動から、BP/PP 複合体に難燃性を付与するには、
BP と PP 双方の燃焼を抑制する必要がある。
Figure 3.3.1.1. BP/PP（ 50:50 wt/wt）複合体および各種難燃剤の微分熱重量（DTG）
曲線
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Al(OH) 3+Mg(OH) 2（ 50:50 wt/wt）複合金属水酸化物の DTG 曲線は 270 と 380°C
付近に 2 つのピークを持つ曲線が示され、それぞれ、Al(OH) 3と Mg(OH) 2の脱水反
応によるものである。また、芳香族リン酸エステルの DTG 曲線は、430℃付近に 1
つのピークを示した。さらに、 EG については、 250℃から 330℃と 330℃から
500℃にかけて 2 つのブロードなピークを示し、270、400、410、および 490℃付近
に急激な重量減少ピークを示した。これらの DTG 曲線はそれぞれの特有の難燃化
メカニズムを反映するものである。予備検討の結果、Al(OH) 3と Mg(OH )2 の単独で
は難燃効果があまり認められなかったのは、単独では、BP と PP いずれかの燃焼を
抑制できなかったためと推測される。また、芳香族リン酸エステルの場合も、より
低温で熱分解が進行する BP の燃焼抑制には効果が低いと考えられる。
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3-3-2 各種難燃剤含有 BP/PP 複合体の難燃性
Table 3.3.1のサンプル 3~11のUL-94 V試験の結果をTable 3.3.2.1に示す。サンプル
3~6の混合水酸化物を添加した複合体は、水酸化物の総和が 30wt%（サンプル 4）の
時に、1度目の着火時に消火が確認された。40wt%の添加量（サンプル 5）になると、
2度目の着火でのグローイング時間および燃焼時間の合計がV-1の規定範囲内に入
ったが、クランプ部まで延焼してしまったため、結果として規格外の評価となった。
水酸化物 50wt%の添加量（サンプル 6）になると、2度目の着火に伴う燃焼時間も最
大 15sと非常に早く消火に至り、評価としてはV-1相当と判定された。
リン酸エステルを添加した複合体では、リン酸エステルを 25wt%まで添加（サン
プル 8）しても、1度目の着火で燃え尽きてしまい、結果としては規格外の評価とな
った。リン酸エステルは炎に曝されるとリン酸→メタリン酸→ポリメタリン酸と分
解し、生成したリン酸層が不揮発性の保護層を形成して空気を遮断する効果、およ
び、強力な脱水作用によって有機物を炭化させ、炭化膜が空気を遮断する効果があ
るとされている。しかしながら、Figure 3.3.1.1に示したように、その熱分解温度は
430°C付近にピークを示し、 350°C付近に熱分解ピークを示すセルロースの熱分解
を抑制し得なかったと考えられる 18 )。
EG を添加した複合体の場合、10wt%の添加（サンプル 9）で、1 度目の接炎にお
いて着火はなく、 2 度目の接炎で着火が認められたが、最大 17s の燃焼時間の後、
消火が確認された（ Figure 3.3.2.1）。さらに、クランプ上部にまで達するような燃
焼も滴下物による綿の着火もなく、難燃性評価としては V-1 と判定された。EG の
添加量とともに消火までの時間が短縮され、EG 30wt%の添加（サンプル 11）では、
5 サンプルの燃焼時間の合計が 50s となり、V-0 相当の難燃性が達成された。
以上の結果から、各種難燃剤含有 BP/PP 複合体の難燃性は、3-1 節で検討した熱
重量減少挙動と相関性があると考えられる。また、EG は水酸化物系やリン酸エス
テル系難燃剤よりも少ない添加量で BP/PP 複合体に V-1~V-0 相当の難燃性を付与
しうることが確認された。
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Table 3.3.2.1. BP/PP/難燃剤コンポジットの UL-94 V 試験結果
Sample Vertical Test UL94 Classification Criteria ClassI II III IV V
2 24 s* - 121 s yes yes flammable
3 135 s* - 679 s yes yes flammable
4 4 s 227 s 1151 s yes yes flammable
5 1 s 46 s 230 s yes no flammable
6 1 s 15 s 75 s no no V-1
7 82 s 40 s 425 s yes yes flammable
8 37 s* - 187 s no yes flammable
9 1 s 17 s 90 s no no V-1
10 1 s 11 s 55 s no no V-1
11 1 s 9 s 50 s no no V-0
*burning out
Figure 3.3.2.1. BP/PP/難燃剤コンポジットの UL-94 V 試験状況 . a: 試験前、 b: 燃
焼、 c: 自動消火、および d: 試験後 .
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3-3-3 難燃剤含有 BP/PP 複合体の機械的物性
3-2 節で難燃性が確認された混合水酸化物および EG 含有 BP/PP 複合体について、
引張試験および曲げ試験による機械的物性の評価を行った。まず、混合水酸化物含
有 BP/PP 複合体（サンプル 3~6）の引張試験および曲げ試験の結果を、参照サンプ
ルとしての PP 単独（サンプル 1）と BP/PP（ 50:50 wt/wt）複合体（サンプル 2）と
比較して Figure 3.3.3.1 と Table 3.3.3.1 に示す。得られた結果から、 PP 単独の場合
（サンプル 1）が最も機械的強度が高く、 PP に BP を単純に添加（サンプル 2）す
ることによって強度は低下するものの、弾性率の向上が確認された。この BP/PP
複合体に混合水酸化物を添加した複合体の物性は、弾性率に関しては PP 単独より
向上するものの、引張強度および曲げ強度はいずれも低い値を示した、BP/PP（ 50:50
wt/wt）複合体と比較すると、曲げ特性において物性が向上する傾向が認められた。
Figure 3.3.3.1. BP/PP/混合水酸化物コンポジットの引張試験における応力―ひずみ
曲線 . サンプル：ニート PP、 PP:BP:混合水酸化物 =50~50:50~15:0~50 (wt-ratio).
Table 3.3.3.1. 混合水酸化物含有 BP/PP 複合体の機械的物性
Sample
Tensile
strength
(MPa)
Tensile
modulus
(GPa)
Flexural
strength
(MPa)
Flexural
modulus
(GPa)
1 26.7 0.57 38.1 6.12
2 16.3 0.84 26.6 7.23
3 13.0 0.70 32.4 4.88
4 12.3 0.90 27.8 6.44
5 8.4 0.78 33.8 10.42
6 12.4 0.81 32.8 8.59
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次に、EG 含有 BP/PP 複合体の機械的物性を測定した。Figure 3.3.3.2 に、BP/PP/EG
複合体（サンプル 9~11）および参照サンプル（サンプル 1 と 2）の曲げ試験の S-S
カーブ例を示す。また、同じサンプルの引張試験および曲げ試験の測定結果を Table
3.3.3.2 に示す。BP/PP 複合体に EG を 10wt%添加したサンプル 9 では、BP/PP 複合
体に比べて、曲げ弾性率以外の機械的物性の低下が確認された。さらに EG 含有率
の上昇とともに、曲げ弾性率も含めてすべての機械的物性の低下傾向がより顕著と
なった。これらの物性低下の原因は、EG とマトリックス PP との界面接着性が不
十分なためと考えられる。このことを確認するにため、次節において、マトリック
ス PP と EG との界面接着性を高めるため、相溶化剤 MAPP を添加（サンプル 12~14）
し、複合体の機械的物性と難燃性への影響を評価した。
Figure 3.3.3.2. BP/PP/EG コンポジットの曲げ試験における応力―ひずみ曲線 . サ
ンプル 1: PP:BP:EG =100:0:0; サンプル 2: 50:50:0; サンプル 9: 45:45:10; サンプル
10: 40:40:20; サンプル 11: 35:35:30 (wt-ratio).
Table 3.3.3.2. BP/PP/EG コンポジットの機械的特性 .
Sample
Tensile
strength
(MPa)
Tensile
modulus
(GPa)
Flexural
strength
(MPa)
Flexural
modulus
(GPa)
1 26.7 0.57 38.1 6.12
2 16.3 0.84 26.6 7.23
9 11.2 0.79 21.4 7.55
10 9.4 1.05 16.3 3.76
11 4.0 0.42 14.6 3.05
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3-3-4 EG 含有 BP/PP 複合体への相溶化剤の添加効果
3-2 節の難燃性評価において最も良好な難燃性を示した EG 含有 BP/PP 複合体の
機械的物性の向上を目的として、相溶化剤の添加効果を検討した。BP および EG
とマトリックス樹脂 PP との界面密着性を高めることによって機械的強度の向上が
期待される。そこで、 PP、BP、EG の混合組成を 40:40:20（wt/wt/wt）に固定した
複合体（サンプル 10）に、さらに相溶化剤として MAPP を 1~5wt%添加し、機械的
物性への効果について検討した。ここで、MAPP の機能は、 Scheme 3.3.4.1 に示し
たように、無水マレイン酸基とバイオマス表面の水酸基との反応によるエステル結
合形成に基づくものと考えられる。
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Scheme 3.3.4.1. 相溶化剤 MAPP の機能発現機構
Figure 3.3.4.1 に、BP/PP/EG/MAPP 複合体（サンプル 12~14）および参照サンプ
ル（サンプル 1 と 10）の曲げ試験の S-S カーブ例を示す。また、Table 3.3.4.1 に同
じサンプルの引張試験と曲げ試験の測定結果を示す。これらの結果より、BP/PP/EG
複合体（サンプル 10）に MAPP を添加することによって、全ての機械的物性値が
大きく上昇することが確認された。特に、MAPP の添加量が 1wt%で最も大きな強
度物性の改善が見られ、MAPP を添加しないサンプル 10 と比較すると、引張／曲
げ強度でそれぞれ 209 および 244%の向上を示した。また、EG を添加していない
BP/PP（50： 50 wt/wt）複合体（サンプル 2）と比較しても、引張／曲げ強度でそれ
ぞれ 121 および 149%、他の全ての物性値でも向上が見られた。さらに、PP 単独に
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比べても、引張強度で 74%と低下したものの、それ以外の引張弾性率、曲げ強度、
および曲げ弾性率でそれぞれ 209、104、および 146%という顕著な物性向上が確認
された。ただし、MAPP の添加量が 3~5wt%に増大すると、機械的強度の改善効果
の減縮が確認された。これらの結果から、MAPP による BP および EG と PP 間の相
溶性／接着性を高める効果は、BP/PP/EG = 40:40:20（wt/wt/wt）組成物において、
MAPP 1wt%の添加で十分であり、それ以上の添加では MAPP 自身の脆弱な機械的
物性の影響が現れてしまうためと推測される。Figure 3.3.4.2 に、BP/PP/EG/MAPP =
40:40:20:1（wt/wt/wt/wt）組成物を液体窒素中で破断したサンプルの破断面の SEM
画像を示す。図から、数百 μm サイズの孔と繊維状の BP が明確に認められた。大
きな穴は破断の際に大径 EG 粒子の抜け落ちた跡と考えられ、その一方で、BP と
マトリックス PP との界面は非常に良く密着していることが確認された。さらに BP
および小径 EG が凝集した状況はほとんど認められなかった。以上、BP/PP/EG 複
合体に MAPP を 1wt%添加することにより、BP および EG と PP 間の相溶性／接着
性が向上し、難燃性複合体の機械的物性が改善されることが確認された。
Figure 3.3.4.1. BP/PP/EG/MAPP コンポジットの曲げ試験における応力―ひずみ曲
線 . サンプル 1: PP:BP:EG:MAPP=100:0:0:0; サンプル 10: 40:40:20:0; サンプル 12:
40:40:20:1; サンプル 13: 40:40:20:3; サンプル 14: 40:40:20:5 (wt-ratio).
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Table 3.3.4.1. BP/PP/EG/MAPP コンポジットの機械的特性
Sample
Tensile
strength
(MPa)
Tensile modulus
(GPa)
Flexural strength
(MPa)
Flexural
modulus
(GPa)
1 26.7 0.57 38.1 6.12
2 16.3 0.84 26.6 7.23
10 9.4 1.05 16.3 3.76
12 19.7 1.19 39.6 8.94
13 15.9 1.20 32.3 10.07
14 14.0 1.02 33.2 9.06
Figure 3.3.4.2. サンプル 12: 40:40:20:1 (wt-ratio)の破断表面の SEM 画像 . Bar: 100
μm.
次に、Table 3.3.2.1 に示した BP/PP/EG 複合体の優れた難燃性能への MAPP 添加
の影響を検討した。難燃性に関する UL-94 V試験の結果を Table 3.3.4.2に示す。MAPP
を添加することで BP および EG と PP との界面に MAPP が存在すると考えられ、
温度上昇に伴う EG の膨張およびそれによる断熱効果にどのような影響を及ぼす
かを評価したところ、MAPP を使用しない BP/PP/EG 複合体（サンプル 10）と比べ
て、その難燃性は大きく変化することはなく、むしろ、MAPP を添加することによ
って、5 サンプルの燃焼時間の合計は短縮され、MAPP 3wt%添加では V-0 相当の判
定となった。
以上の結果から MAPP を添加することにより、BP および EG と PP との界面接着
性と均一分散性が改善されて、機械的物性が向上するばかりでなく、EG が膨張し
て形成される断熱層の分布状況も改善され、結果としてより効果的な難燃性が発現
したものと考えられる。
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Table 3.3.4.2. BP/PP/EG/MAPP コンポジットの難燃性
Sample
Vertical Test UL94 Classification
Criteria Class
I II III IV V
10 1 s 11 s 55 s no no V-1
12 1 s 10 s 51 s no no V-1
13 1 s 10 s 48 s no no V-0
14 1 s 11 s 54 s no no V-1
3-4 結論
BP/PP 複合体に各種難燃剤を添加した複合材料を作成し、それらの難燃性と機械
的特性について検討した。その結果、BP/PP（50:50 wt/wt）に対して EG を 10~30wt%
添加することで高い難燃性が発現することが見いだされた。ただし、機械的強度の
低下が確認されたため、BP および EG と PP との界面接着性を向上させることによ
り機械的強度の向上を図った。相溶化剤として MAPP を少量（ 1wt%）添加するこ
とで、BP/PP/EG 複合体の機械的強度を著しく向上できること、さらに難燃性も維
持向上できることが確認された。これらの結果から、難燃性と機械的物性が両立す
る BP/PP 難燃性複合体の作製が可能であることが明らかとなった。
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第４章 タケ由来バイオマス／ポリプロピレンコンポジットの帯電防止特性評価
4-1 はじめに
近年、持続可能な循環型社会に向けた取組みの重要性が再認識されてきている。
材料の観点から循環型社会を実現させるためには、原料として枯渇資源の再利用
だけではなく、持続可能な資源を積極的に用いることが重要である。このような
背景から、持続可能な資源である天然繊維とプラスチックとの複合化の研究に注
目が集まっている。国内産の天然繊維としては、例えば、セルロースナノファイ
バー 1)や絹繊維 2)、タケの長繊維 3)などが複合材料素材として研究されている。
タケは日本において膨大な賦存量を有しており 4)、近年は放置竹林が増加して農
地や植林地への侵入被害が増加している。そこで、タケの有効利用の必要性が叫
ばれている。近年、タケの有効利用に関して、西田らは常圧の過熱水蒸気（ SHS）
を用いてタケを前処理し、容易に破砕・粉砕、さらに分級する方法を見出した 5)。
その際、特定の温度域の SHS を用いることにより、タケの中のヘミセルロース成
分を分解除去し、セルロース繊維組織からなるウィスカーを容易に取り出すこと
が可能となった 6)。その間、セルロースの分子量は変化しないことも報告している。
また、この SHS 処理法を用いて得られたタケ針状短繊維（エレメンタリーファイ
バーウィスカー：BμF7)）を含むプラスチック素材との複合体において、BμF の効
果的な繊維強化機能の発現についても報告している 8)。
天然繊維をプラスチックに複合化することによって、プラスチックに新たな機能
を賦与することができる。その 1 つが帯電性防止機能である。ただし、単純なブレ
ンドにより付与できる帯電防止性は、天然繊維の親水性に基づく吸着水分の効果で
ある。Table 4.1.1 に一般的な表面固有抵抗値と帯電防止機能の関係を表す 9)。
Table 4.1.1. 表面抵抗値および帯電防止機能
Surface
resistance value
(Ω)
Charging phenomenon Purpose of antistatic Examples of adaptation
>10 13 Static electricityaccumulates Insulation Insulating material
10 12 -10 13 Charged but graduallydecayed
Anti-static in static
condition
Prevention of dust
adhesion
10 10 -10 12 Charged but decayquickly
Anti-static in dynamic
condition Malfunction prevention
10 8-10 10 Not charged antistatic IC package
107-10 8 Not charged Give conductivity
Electrostatic recording
paper conductive
material
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一般的にプラスチックは絶縁体であるため、帯電しやすく（ Figure 2.2.1 参照）、
帯電した静電気によって材料表面に空気中の埃や汚れが吸着し、外観上や衛生上の
問題だけでなく、電子機器の誤動作を引き起こすなどの問題が生じることがある。
特に、電気・電子部品などは小型・軽量化、高機能化が進んでおり、静電気による
影響が大きくなっている。そのために、使用用途に応じたレベルの導電性を付与し、
静電気障害を防止する帯電防止技術の開発が進められている。
プラスチック自体に帯電防止性能を賦与する方法として、導電性高分子の利用が
ある。白川らの導電性高分子の発見 10 )以来、多くの導電性高分子が合成され、現
在ではポリアニリンのバッテリー用途への実用化などが進んでいる 11 )。しかし、
ポリオレフィンなどの一般的なプラスチックの多くは分子構造上、それ自体で導電
性をもたない絶縁材料であり、これらに対する帯電防止技術としては、界面活性剤
などで表面処理する方法と導電性物質を練り込む方法の大きく 2 つに分けられる
（Figure 4.1.1）。
Figure 4.1.1. 疎水性プラスチックに対する帯電防止技術
表面処理の方法としては、界面活性剤を塗布する方法が一般的である 12 )。しか
し、この方法は、親水性の高い界面活性剤が空気中の水分を介して静電気を逃がす
方法であり、塗布膜が無色透明、少ない添加量で優れた効果を発揮し、物性への影
響が少なく、また、安価で簡易的な処理である反面、空気中の湿度に対する依存度
が大きく、水洗いや布拭きで簡単に除去されるため帯電防止効果が持続しない欠点
がある。
材料に練り込む方法としては、導電性ポリマーをアロイ化する方法や、導電性フ
ィラーを充填する方法などがある。導電性ポリマーとしては、ポリアニリンやポリ
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ピロールなどπ共役系導電性ポリマーが用いられることが多い。これらは少量添加
で安定的な導電性を得ることができる反面、 π共役系に起因する光吸収により着色
し、また、導電性ポリマーは不溶・不融の場合が多く、加工性に劣るという欠点も
有している 13 )。導電性フィラーを添加する方法は、現在、帯電防止技術として最
も広く普及している方法であり、 IC パッケージなどの帯電防止材、静電記録用紙
導電材などへ応用されており、導電性フィラーの充填により絶縁領域から導電領域
まで幅広い導電性を付与できることが特徴である 9)。導電性フィラーを充填した複
合材料の導電性発現のメカニズムは、パーコレーション現象として考えられている
14 )。これは、コンポジット中の導電性フィラーがネットワークを形成し、フィラー
の充填量がある値を超えると電気の流れる道をつくり、これにより導電性が発現す
るというものである。
バイオマスコンポジットが永久帯電防止性を発現するためには、バイオマス自体
が機能性フィラーとしてある程度の導電性を持つ必要がある。木材セルロースの導
電性は 10 8Ω程度であることが知られている。ただし、それは多分に吸水性の効果
によるところが大きい。既に、西田らは、異なる SHS 処理し、粉砕して得られた
BμF が、そのアスペクト比に反比例する形で、表面抵抗値が変化することを示唆し
た 15 )。しかしながら、その際の SHS 温度が異なるため、BμF の成分組成も異なっ
ており 16 )、純粋にアスペクト比との間の関係だけで再確認する必要がある。
西田らが検討した SHS 処理 BμF は、その表面が、一部分解して熱可塑化した疎
水性リグニンによって覆われており 15 )、水分による寄与とは別個の機構での帯電
防止機能の発現が期待される。
本研究では、コンポジット形成のための射出成形や異形押出成形などの汎用成形
性に優れた BμF が、強化材のみならず永久帯電防止機能賦与材にもなり得るかど
うか、およびその帯電防止機能の発現要因を明確にすること、併せて先に報告した
BμF を含有した難燃化複合体 17 )の帯電防止特性を確認することを目的とする。
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4-2 実験
4-2-1 材料
モウソウチク（Phyllostachys heterocycla f. Pubescens、直径 100~150mm、タケ齢 5
年）は、福岡県八女市より採取した。セルロース微粉末は、MERCK社の Avicel
Cellulose microcrystallineを用いた。ポロプロピレン（ PP）は、日本ポリプロ（株）
のノバテック FY6（MFI 2.6）を用いた。難燃剤については、膨張性黒鉛（EG）は、
エア・ウォーター (株 )のTEG SS-3（膨張度 180-230 CC/g、膨張開始温度 200-220℃、
形状 1~500µmの異形粉体、粒度 300µm以下が 60%）を用いた。水酸化物系難燃剤と
しての水酸化アルミニウム（Al(OH) 3）は、日本軽金属（株）のB1403 を用い、水
酸化マグネシウム（Mg(OH) 2）は、和光純薬製（純度 95∔%）を用いた。相溶化剤
MAPPとしては（三洋化成㈱、ユーメックス 1010）を用いた。
4-2-2 SHS 処理サンプルの作製方法
サンプルの作成方法の概要を Figure 4.2.2.1 に示す。
Figure 4.2.2.1. サンプル作成方法の概要
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4-2-2-1 SHS 処理タケの作製
常圧 SHS 処理装置（直本工業株式会社製 NHL-1 型）を用いて、タケを 210℃で
3h 処理した。この SHS 処理したタケを一次破砕機（株式会社フジテックス製木材
粉砕機および奈良機械製作所、ハンマーミル HM-5）および、二次粉砕機（奈良機
械製作所製自由粉砕機 M-2 型）を用いて微粉体にし、さらに分級機（レッチェ社
製ふるい振とう機 AS200 ベーシック）により、異なるアスペクト比（AR）を有す
る BμF と目開き 63μm パス成分の微粉末（BP）を得た（ Figure 4.2.2.1.1）。
Figure 4.2.2.1.1. 異なるアスペクト比のタケ粉末（BP） (a) およびタケマイクロ短
繊維（BμF） (b) の電子顕微鏡像 . アスペクト比（AR） : a, 2.8; b, 12.3.
4-2-2-2 SHS 処理セルロースの作製
セルロース微粉末をアルミカップ（直径 50mm x 深さ 30mm）に入れ、常圧 SHS
処理装置（直本工業株式会社製 NHL-1 型）を用いて、温度 210℃、処理時間 30、
60、 120、 180min で SHS 処理を行った。
4-2-2-3 ろ紙およびガラス板存在下でのタケの SHS 処理
タケの一次破砕物約 5g を 2 枚のろ紙（Whatman 定性ろ紙 直径 55mm）または
ガラス板（スライドガラス、 26mm x 76mm）で上下を挟む形でアルミカップ（直
径 80mm x 深さ 30mm）に入れ、常圧 SHS 処理装置を用いて、温度 210℃、処理時
間 180min で SHS 処理を行った。処理後のろ紙およびガラス板は、表面が均一に淡
褐色に変色した。処理後のろ紙およびガラス板は、室温下、蒸留水、メタノール、
クロロホルム、あるいはトルエンを用いて約 1min 間洗浄処理を行った後、デシケ
ータ中で減圧乾燥を行った。
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4-2-3 SHS 処理サンプルの物性評価
4-2-3-1 アスペクト比の測定
作製した BμF および BP について、光学顕微鏡で観察しアスペクト比の評価を
行った。各種 BμF および BP は、双眼実体顕微鏡 ST-30-2L（アズワン製）に顕微
鏡デジタルシステム Moticam1000（島津理化製）を接続して撮影、もしくは高精細
クイックマイクロスコープ VH-5000（キーエンス製）に高解像度ズームレンズ
VH-Z500（キーエンス製）を接続して撮影し、得られた画像から、それぞれのサン
プル中の 100 個以上の個体の短径と長径を測定し、平均アスペクト比を求めた。
4-2-3-2 赤外吸収分光法（FT-IR）による化学構造解析
タケを SHS 処理した際にタケを覆ったガラスプレートサンプル表面に付着した
物質の化学構造変化を確認するために、NICOLET iz10（Thermo SCIENTIFIC 社製）
を用いて、FT-IR スペクトルを測定した。測定サンプルは、ガラスプレートを透過
法で測定し、未処理のガラスプレートのスペクトルとの差スペクトルとしてプロッ
トした。
4-2-4 複合体シートの作製
BμF および BP は、 PP および相溶化剤や難燃剤と所定の割合でドライ混合し、均
一混合試料を井元製作所製二軸混練エクストルーダー 160B 型（同方向回転二軸ス
クリュー、スクリュー直径： 15mm、L/D： 25、ベント口数： 1）に供給し、所定の
加熱溶融条件（ホッパー温度 90℃、シリンダーゾーン 1（ホッパー側） 190℃、シ
リンダーゾーン 2（ダイス側） 190℃、ダイス 190℃、スクリュー回転数 15rpm、ス
クリュー内滞留時間約 5min）で溶融し、ストランド状に押出した。得られたスト
ランドは、ペレタイザーを用いて所定の複合体ペレットとした。作製したペレット
をテフロンシートで作った枠（内枠サイズ： 100mm x 100mm）に入れ、鉄板に挟
み込み、井元製作所製の IMC-180C 熱プレス装置により圧縮成形を行った。成形
条件は、溶融時間 3min、プレス時間 5min、プレス圧力 12MPa で行った。熱プレス
後、 3min 間冷却を行い、圧縮成型体を型枠より取り出して厚さ約 0.5mm の複合体
シートサンプルを得た。
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4-2-5 複合体の物性評価
4-2-5-1 熱物性の評価
各複合体シートサンプルの熱分解挙動は熱重量 /示差熱同時分析装置 TG/DTA
6200（ SII 株式会社製 )を用いて行った。サンプル約 5mg をアルミニウムパン
(PNSSC000E30 Open sample Pan φ5mm)にとり、窒素気流 (100mL/min)下、昇温速度
9℃ /min で 50℃から 550℃まで昇温し測定した。
4-2-5-2 接触角の測定
各複合体シートサンプルの接触角は、KYOWA(株 )製接触角測定装置 Drop Master
DMS-401 を用いて行った。複合体サンプルの水平表面に対し蒸留水を滴下し、着
液後 5s 後の静的接触角を測定した。
4-2-5-3 表面および体積抵抗値の測定
各複合体シートサンプルの表面および体積抵抗値の測定は、JIS K 6911 に準じて
測定した。表面抵抗計は三菱化学社製ハイレスタ -UP、プローブは UR-100（主電
極φ50mm、ガード内径φ53.2mm、測定範囲は 10 8~10 14Ω/□）を用いて行った。
複合体サンプルは、エクストルーダーより排出されたストランド状のサンプル
に対し熱プレス機を使用し 190℃でシート状（ 100mm x 100mm x 0.5mm）に溶融成
形した。その後、サンプルシートは、エタノールで表面油分を拭きとった後、装置
付属するプローブを使用し、電圧 1000V で 60s 間印加した後、表面および体積抵
抗値を測定した。
Figure 4.2.5.3.1. 表面抵抗計 三菱化学社製ハイレスタ -UP(左 )とプローブ
UR-100(右 )
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Figure 4.2.5.3.2. 表面および体積抵抗値の測定
4-2-5-4 アッシュテスト
各複合体シートサンプルを用いて、アッシュテスト 18 )を行った（Figure 4.2.5.4.1）。
測定は、複合体サンプル（ 50mm x 50mm x 0.5mm）に印加 (50kV で 1min)した後、
直前に燃やしたタバコの灰を用いて、シートを上方より近づけて、灰が引き付けら
れて付着し始める距離を測定した。実験は、室温 23℃、湿度 50%の条件で 5 回行
い、それらを平均して測定値とした。
Figure 4.2.5.4.1. アッシュテストの実験方法
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4-3 結果と考察
4-3-1 SHS 処理による表面疎水性の確認
先の研究 15 )で、タケの SHS 処理に伴い、ヘミセルロースが優先分解され、さら
にリグニンの一部が分解してセルロース表面を被覆することが FT-IR 分析から示
唆されている。この被覆現象は、分解したリグニン成分が SHS 気流によって拡散
し、周辺の表面に付着するためと考えられる。このことを明らかにするために、生
タケ破砕物をろ紙およびガラス板で上下を挟んだ形で置き、 SHS 処理を 210℃で
3h 行い、処理後のろ紙およびガラス板の表面の特性変化を確認した。
Figure 4.3.1.1 にタケの SHS 処理に伴うろ紙表面の変化を示す。処理に伴い、ろ
紙の表面は淡褐色に変色したが、顕微鏡観察からその表面のモルフォロジーに明確
な変化は認められなかった。この処理表面に水を滴下しても吸水せず、水滴のまま
表面に保持した。この結果から、ろ紙表面が撥水化処理されたことが明らかである。
Figure 4.3.1.1. タケの SHS 処理に伴うろ紙表面の変化 . a: 元の状態、 b: SHS 処理
後 . 倍率 × 50.
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Figure 4.3.1.2 に、タケの SHS 処理に伴うガラス板表面の変化の差スペクトルを
示す。 Yang らの報告 19)によれば、 2920、 1697、および 1591 cm -1 の吸収はリグニ
ン成分に由来するものであり、 2852、 1010 および 991 cm -1の吸収はヘミセルロー
ス成分由来の物質であると推測される。
Figure 4.3.1.2. タケの 210℃ 3hでの SHS処理に伴うガラス板表面の変化の差スペク
トル
Figure 4.3.1.3 と 4 にタケの SHS 処理に伴うガラス板表面の水滴に対する静的接
触角を測定した結果を示す。その結果、静的接触角は未処理のガラス基板の 22.2°
に比べ、 SHS 処理した表面は 69.0°を示した。さらに、この処理表面を蒸留水、メ
タノール、クロロホルム、トルエンを用いて洗浄しても、静的な接触角は 60~70°
という高い疎水性を維持することが確認された。これらの結果は、ガラス板表面に
付着した主成分はリグニン成分由来であると考えられる。
以上の結果は、タケのセルロース繊維表面も、 SHS 処理によって同じように疎
水化され、プラスチックとの親和性がより向上することを示唆している。その一方
で、バイオマス特有の水分吸着は抑制され、それに基づく帯電防止特性への寄与も
抑制されると考えられる。
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Figure 4.3.1.3. ガラス表面上の水滴の静的接触角の測定結果 . a:原紙、 b: 210℃ 3h
での SHS 処理後 .
Figure 4.3.1.4. タケチッブ上に置かれたガラス板の SHS 処理 (210℃、 3h)後の水接
触角の変化． SHS 処理後、ガラス板表面は各溶液で 1 分間洗浄処理後に測定
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4-3-2 疎水性プラスチックとのコンポジットの帯電防止特性
4-3-2-1 BμFおよびBPを用いた複合体シートの帯電防止特性比較
SHS処理した後、粉砕・分級によって分別したアスペクト比（AR）の異なるBμF
（AR 12.3）とBP（AR 2.8）を用いて、異なる組成：BμF/PPおよびBP/PP=10:0、1:9、
3:7、および 5:5（wt/wt）の複合シートを作成した。それらを用いてアッシュテスト
を行い、帯電させた複合シートにアッシュが付着する距離を測定した。得られた結
果を Figure 4.3.2.1.1に示す。図から、BμF（AR 12.3）を用いた複合シートは、BμF
の混合比を増加させるに伴い、付着距離が減少しており、BμFがコンポジットに帯
電防止機能を賦与していることがわかった。一方、BP（AR 2.8）を用いた複合シ
ートは、 PP単体に比べて付着距離は明確には減少せず、帯電防止性能は低いこと
がわかった。
同様の複合シートを用いて表面および体積抵抗値の測定を行った結果を Figure
4.3.2.1.2に示す。興味深いことに、表面抵抗値と体積抵抗値の間には、明確な違い
が認められた。これは、シート内部でのBμFおよびBPの分布状態の違いに要因ある
と考えられる。つまり、押出成形および熱プレス時に溶融流動が起こるが、その流
動は層構造を形成し、型枠との界面から中央部に向かって流動の速度勾配が上昇す
る 20 )。それに伴って、流動性の低いBμFは界面層に押しやられて偏在し、より流動
性の高いBPは界面への偏在割合は小さく、比較的均一に流動層内に分布すると考
えられる（ Figure 4.3.2.1.3）。これにより、BμF/PPの表面抵抗値がBμFの添加量に
応じて低下し、一方、BPの場合、添加量の効果は殆ど認められなかった。体積抵
抗値においては、BμFおよびBPともに、添加量に応じて抵抗値の低下が認められた
が、その絶対値は表面抵抗値に比べて高く、成形体中央部で効果的なパーコレーシ
ョン 14 )は形成されていないと考えられる。
Figure 4.3.2.1.1と 4.3.2.1.2のアッシュテストおよび表面抵抗値の結果の間には、
高い相同性が認められた。ただし、アッシュテストにおいて、PP単体とBP/PP複合
体の間に明確な付着距離における差異が認められなかったのは、アッシュ付着にお
けるしきい値が存在するためと考えられる。
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Figure4.3.2.1.1. BμF (AR 12.3)/PP および BP (AR 2.8)/PP コンポジットシートのア
ッシュテスト . シートサンプルは、予め 50 kV, 60 s の条件で帯電処理
Figure 4.3.2.1.2. BP (AR 2.8)/PP および BμF (AR 12.3)/PP コンポジットシートの表
面および体積抵抗値
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Figure 4.3.2.1.3. BμF (AR 12.3)/PP コンポジットシートの破断面の SEM 画像
4-3-3 難燃剤含有コンポジットの帯電防止性能
すでに、BμF/PP 複合体に各種難燃剤を添加した時の難燃性については報告した
（Table 4.3.3.1.1） 17 )。ここでは、これら難燃剤の添加が帯電防止性能にどのよう
に影響するかを検討した。
4-3-3-1 水酸化物系コンポジットの帯電防止性能
まず、水酸化物系難燃剤を使用した複合体の帯電防止性能を評価した。水酸化
物系難燃剤の場合、 50wt%添加することで、やっと UL94 規格で V-1 が達成された
17 )。複合体シートの表面抵抗測定の測定結果を Figure 4.3.3.1.1 と Table 4.3.3.1.1 に
示す。結果から、高い表面抵抗を有する PP 単体（ >10 14Ω/□）に BμF を 30wt%添
加することで表面抵抗値は 10 12Ω/□程度まで低下する（ Figure 4.3.2.1.2）。これに、
難燃剤として Al(OH) 3と Mg(OH)2を添加すると、一旦、 10 9Ω/□台まで表面抵抗値
が低下するが、その後、水酸化物の比率が増加とともに表面抵抗値が増加する傾向
が確認された。この結果から、水酸化物系難燃剤の添加は、少量添加で BμF の表
面偏在を助長するが、更なる添加は BμF 間のパーコレーションを阻害する作用と
して働くと考えられる。
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Figure 4.3.3.1.1. 金属水酸化物系難燃剤を含む BμF/PP コンポジットシートの表面
抵抗率 .
Table 4.3.3.1.1. 各種難燃剤を含む BμF/PP コンポジットシートの表面抵抗率 .
Sample
Flame
resisting agent
(FRA)
PP/BμF/
FRA/MAPP
(wt ratio)
Flame
retardance 17)
Surface resistivity
(Ω/□)
SD
1 - 100:0:0:0 flammable > 1×10 14 -
2 Hydroxides* 1 50:30:20:0 flammable 5,13×10 9 1,70×10 8
3 Hydroxides 45:25:30:0 flammable 4,79×10 10 9,35×10 9
4 Hydroxides 40:20:40:0 flammable 7,94×10 10 1,83×10 10
5 Hydroxides 35:15:50:0 V-1 2,32×10 11 6,10×10 10
6 EG 45:45:10:0 V-1 < 1×10 8 -
7 EG 40:40:20:0 V-1 < 1×10 8 -
8 EG 35:35:30:0 V-0 < 1×10 8 -
9 - 50:50:0:1 flammable 9,79×10 13 1.56×10 12
10 - 50:50:0:3 flammable 6,14×10 13 3.37×10 12
11 EG 40:40:20:1 V-1 < 1×10 8 -
12 EG 40:40:20:2 V-0 < 1×10 8 -
13 EG 40:40:20:3 V-1 < 1×10 8 -
*1 Al(OH) 3 : Mg(OH) 2 = 1:1 (wt/wt)
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4-3-3-2 膨張性黒鉛含有コンポジットの帯電防止性能
先に、BμF/PP 複合体に難燃剤として膨張性黒鉛（EG）を添加することで UL-94
規格 V-0~V-1 という優れた難燃性の発現が見いだされた（ Table 4.3.3.1.1） 17 )。さ
らに、相溶化剤として無水マレイン酸変性ポリプロピレン（MAPP）を 1wt%添加
することで、優れた難燃性を損なうことなく、複合体の機械的強度の向上が図られ
た 17 )。今回、この BμF/PP 系難燃化複合体の帯電防止性能について検討した。
表面抵抗値の測定結果を Table 4.3.3.1.1 と Figure 4.3.3.2.1 に示す。表及び図の結
果より、膨張性黒鉛を 10~30wt%添加したサンプル（ Sample 6~8）で、測定限界以
下の非常に低い表面抵抗値 10 8Ω/□以下を示した。膨張性黒鉛含有コンポジットが
測定範囲外になるような低い表面抵抗値を示した要因は、第一に膨張性黒鉛自体の
高い導電性にあると考えられる。第二に、BμF の効果も寄与していると考えられる。
Figure 4.3.3.2.1. BμF/PP/EG 系難燃化複合体の帯電防止性能
上記したように、BμF/PP 複合体の機械的物性を改善する上で、相溶化剤 MAPP
の添加は不可欠である。ただし、MAPP 自体が非導電性の高分子であり、BμF 表面
が MAPP によってコーティングされることにより表面抵抗値の減少が認められた
（ Sample 9、10）。しかしながら、EG を 20wt%添加することによって、MAPP 添加
サンプルの全てが測定装置の測定範囲外の 10 8Ω/□以下を示した（ Sample 11~13）。
したがって、この結果は、MAPP の阻害効果以上にコンポジット内部に点在してい
る膨張性黒鉛による帯電防止効果がより、有効に働いたことを示している。
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4-4 結論
SHS 処理したタケから作製した短繊維 BμFで繊維強化した PP の帯電防止特性に
ついて検討を行った。 SHS 処理に伴い発生するリグニン成分によって、ウィスカ
ー状の BμF 表面は被覆され疎水化された。この疎水化された BμF は、PP との複合
体に対して効果的な表面抵抗値の低減に寄与した。一方、粉末状の BP は明確な表
面抵抗値の低下への寄与は認められず、パーコレーション形成性が要因であること
が示された。難燃化 BμF/PP 複合体の帯電防止性を評価した結果、難燃剤として EG
が効果的に表面抵抗値の低減に寄与することが確認された。難燃性と帯電防止性、
および繊維強化を鼎立させるために不可欠な相溶化剤 MAPP は、BμF の帯電防止
特 性 を 阻 害 す る が 、 EG の 表 面 抵 抗 値 の 低 減 作 用 を 阻 害 す る に 至 ら ず 、
BμF/PP/EG/MAPP 複合コンポジットは、機械的強度と難燃性ばかりでなく、帯電防
止性能にも優れたコンポジットであることが明らかとなった。
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第 5 章 タケ由来バイオマス／プラスチックコンポジットの企業での利用展開
5-1 はじめに
企業とは、営利を主目的とした経済主体である。そのため、企業の目的は利潤の
追求となるが、短期的な利潤の追求が長期的な利潤をもたらすことと必ずしも一致
しないことはよく知られている。また、企業は単独で存在できるものではなく、ス
テークホルダーの支持のもと存在しうる。時代の変化や、経営環境の変化により企
業を取り巻く環境は大きく変わり、またステークホルダーの範囲も変化していく。
それに伴い、企業が求められる要求も変化していく。したがって、社会や技術の変
化は、企業が生み出す製品に必要な機能も変化させていくこととなる。
本章においては、現在企業を取り巻く環境を整理し、難燃性、帯電防止性の機能
を有したタケ由来バイオマス／プラスチックコンポジットのプラスチック製品を
扱う企業での利用展開について考察を行った。
5-2 企業におけるバイオマス／プラスチックコンポジットの利用動機
企業は、その成長と共に従業員や消費者、取引先、地域社会などのステークホル
ダーの範囲が拡大していく。その過程において社会へ与える影響も大きくなり、企
業の社会的責任（CSR : Corporate Social Responsibility）の要求も大きくなっていく。
また、近年では企業のグローバル化が進み、ステークホルダーの範囲は自国だけに
留まらずグローバルに拡大しており、企業における CSR の重要性はますます高ま
っている。例えば、米国に本社を置く世界的スポーツメーカーであるナイキ社は、
1997 年に、インドネシアやベトナムの下請工場での児童労働、強制労働、低賃金
労働が発覚し、世界的な不買運動に発展した 1)。このように、企業の規模が大きく
なるほど、CSR のリスクは大きくなることをナイキ社の例は示している。
また、近年では CSR への取組みを資産運用の投資先の評価基準に組込んだ社会
的責任投資（SRI : Socially Responsible Investment）の動きも欧米を中心に盛んにな
っており、より一層企業の CSR への取組み圧力として働いている。また、第１章
で述べたように、最近では、SRI 投資は ESG 投資へと変容し、SRI 投資に比べ飛躍
的に投資対象を拡大している。これらの動きは、欧米に限定したものではなく、既
に日本においても急速に CSR を取り巻く環境は変化が起きている。それは、年金
積立金管理運用独立行政法人（GPIF：Government Pension Investment Fund）が、 2015
年 9 月に PRI の署名機関となり、ESG 投資へ踏み出したことである。GPIF は、国
民年金と厚生年金の積立金約 200 兆円のうち、旧共済年金部分を除く約 140 兆円を
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一括して運用する世界最大の機関投資家である。
近年、なぜこれほどまでに CSR への要求が高まりをみせているのかという疑問
に対し、日本の ESG 投資の第一人者である水口氏はその著書の中で、「欧米の人々
の危機感が背景にある」と分析している 2)。それは、経済的不平などや、地球温暖
化に象徴される環境問題に際し、このままでは今の社会は持たないという危機感で
あるという。また、水口氏はその著書の中で、自身の参加したワークショップで経
験した「フューチャー・テーカー」と「フューチャー・メーカー」という概念を紹
介している。これは、経済学に「プライス・テーカー」という言葉があり、「価格
を受け入れる人」すなわち、自らの行動が市場価格に影響を与えることはなく、得
られた価格の下で行動をする人を意味するという。同様に「フューチャー・テーカ
ー」は、将来の社会に影響を与えようとはせず、起こり得る将来を前提に行動をす
る人という意味であり、「フューチャー・メーカー」は、将来を積極的に作ろうと
する人を意味するという。以上の例からも、CSR を取り巻く昨今の急激な変化が
理解される。
このような日本も含めた世界的に起きている急速な CSR の高まりに伴い、企業
では CSR の対応そのものを変革させる動きが出てきている。これはハーバード大
学のマイケル・ポーター教授が 2011 年に論文発表した CSV（Creating Shared Value）
3)の考え方が契機となっているといわれる。CSV とは「共有価値の創造」や「共通
価値の創造」などと訳される。これは、現在の企業における、企業と社会を対立す
るものとして捉えた CSR 活動を改めようという提言である。企業と社会が相互依
存関係であることに目を向け、戦略的に活動する CSR テーマを選択するというも
のである。また、その選択する CSR テーマは、企業と社会が共通の価値を生み出
すテーマとするべきであるというものである。企業と社会が共通の価値を生み出し
た CSR のモデルケースとして、インドにおけるネスレ社のミルク事業が紹介され
ている 4)。ネスレ社は、インド市場への進出を計画し、インド北部のパンジャブ州
モガに乳製品工場を建設する許可を得たが、この地区は深刻な貧困に苦しんでいた。
そこでネスレ社は、家畜飼育のための設備や技術の支援だけでなく、地域の灌漑に
まで支援を行った。それにより、地域の生活水準は向上し、それに伴いミルクの生
産量も品質も向上し、農民たちの購買力も向上したことで、ネスレ製品の市場も拡
大したという例である。ここで、注目すべきは、ネスレ社が事業の為に実施した取
組みであり、CSR のための取組みではない点である。それにより、ネスレ社は新
たな市場の獲得、地域は生活水準の向上と共通の価値を生み出すことができた。
以上から、現在の世界を取り巻く環境を考えると、急速に高まる CSR の要求は
必然であり、プラスチック製品を扱う企業にとっては、バイオマス／プラスチック
コンポジットを利用することは、CSR 対応として社会からの要求であるとともに、
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企業に新たな価値を創出させるビジネスチャンスでもあると結論づけられる。
5-3 企業における難燃性・帯電防止性を持つプラスチックの必要性
難燃性、帯電防止性の機能を付与したプラスチックの多くは、電気・電子部品で
使用されている。それは、電気・電子部品は、異常時に過熱、アーク放電、燃焼の
現象が発生する可能性があり、可燃性であるプラスチック材料が燃料となり燃焼が
一気に拡大し火災につながるリスクが高い為である。また、一般的にプラスチック
は絶縁体であるため、帯電しやすく、帯電した静電気によって材料表面に空気中の
埃や汚れが吸着し、外観上や衛生上の問題だけでなく、電子機器の誤動作を引き起
こすなどの問題が生じることがある。特に、電気・電子部品などは小型・軽量化、
高機能化が進んでおり、静電気による影響が大きくなっているためである。
一方で、現在は第 4 次産業革命と呼ばれる大きな技術の転換期に差し掛かってい
ると言われている 5)。第 1 次産業革命では、蒸気機関による工業化。第 2 次産業革
命では、電力・モーターによる大量生産。第 3 次産業革命では、コンピューターに
よる自動化という変革が生じた。そして第 4 次産業革命では、IoT、ビッグデータ、
AI、ロボットによる、自律的な最適化が生じると言われている。そのためには、
さまざまなものがインターネットを通じてつながり、それを AI が制御する必要が
ある。これらのことから、電気・電子部品の数が飛躍的に増加することが予測でき
る。そのために、一般的に可燃性でかつ絶縁性であるプラスチック材料においては、
難燃性および帯電防止性の付与が、あらゆる電気・電子製品・部品において必須の
機能になると考えられる。
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5-4 タケ由来バイオマス／プラスチックコンポジットの QCD
5-2 節で述べたように、プラスチック製品を扱う企業におけるバイオマス／プラ
スチックコンポジットの利用は CSR の重要性の高まりからポジティブに捉える機
運が高まっている。また、5-3 節で述べたように、プラスチック製品における難燃
性、帯電防止性は、技術の転換期にあり電気・電子部品が急激に増加することが予
測されるため、あらゆる電気・電子製品・部品において必須の機能になると考えら
れる。
一方で、タケ由来バイオマス／プラスチックコンポジットに限らず、実際に工業
材料として新規材料の使用を検討する段階においては、QCD の観点で厳密な検討
が必要となる。ここで、QCD とはそれぞれ次の内容を表している。Q（Quality）
は品質、C（Cost）はコスト、D（Delivery）は調達性を指す。本節では、タケ由来
バイオマス／プラスチックコンポジットの QCD についての整理を行う。
5-4-1 Q について
タケ由来バイオマス／プラスチックコンパウンドの Q については、マトリック
スが PP の場合、第 3 章および第 4 章で検討したとおり、機械的強度と難燃性ばか
りでなく、帯電防止性能にも優れたコンポジットであることを示している。（ Figure
5.4.1.1）
Figure 5.4.1.1. BµF／ PP／EG／MAPP コンポジットの品質概念図
ただし、電気・電子部品の用途拡大によりマトリックス材であるプラスチックの
種類もさまざまなものが必要となることが予測される。例えば、より寸法精度が必
要な電装基板のような用途にはアクリロニトリル・ブタジエン・スチレン共重合体
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（ABS）などが選択され、また耐熱性や寸法精度が要求されるハーネスコネクタな
どの用途ではポリブチレンテレフタレート（ PBT）などが選択される。今後は、こ
れらのような PP 以外のプラスチックにおける検討が必要になる。そのため、次節
において、難燃性および帯電防止性について、どの程度、プラスチック素材に関し
て一般化できるものかについて考察を行った。
5-4-1-1 難燃性の一般化について
ここでは、第 3 章において検討した BμF/PP/EG による難燃性の発現メカニズム
について一般化への考察を行った。
まず、 EG の構造と膨張のメカニズムを整理すると、EG は鱗片状黒鉛に層間化
合物処理を行った機能性黒鉛材料であり、加熱により層間物がガス化し、この圧力
により黒鉛の層が垂直方向に膨張する性質を持っている 6)（Figure 5.4.1.1.1）。膨張
開始温度は層間化合物処理により異なり、本研究で用いたエア・ウォーター (株 )
の TEG SS-3 では、 200~220℃の範囲で膨張する。
Figure 5.4.1.1.1. 膨張性黒鉛（EG）の構造と膨張メカニズム
膨張性黒鉛 EG がプラスチックの難燃性に寄与するメカニズムとしては、黒鉛の
一層一層が膨張して断熱層として働き、総体として不燃性の発泡セルを形成し、熱
移動を妨げることによりプラスチックの熱分解が抑制されるというものである。膨
張黒鉛は 900℃まで加熱してもそれ自体が燃焼せず初期堆積の 280倍まで発泡膨張
したという報告もある 7)。このように、膨張黒鉛の難燃メカニズムおよびその使用
温度範囲の広さから考えると、樹脂の種類によらずその難燃性を発現できるものと
考えられる。
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ただし、EG はその化学構造特性およびプラスチックとの相溶性の悪さから、コ
ンポジットの機械物性を大幅に低下させてしまうことが PP との例でも示されてい
る。そのため、樹脂の種類ごとに親和性・密着性を高めるための相溶化剤の検討が
必要であると考える。
5-4-1-2 帯電防止性の一般化について
第 4 章において用いた短繊維 BμF による帯電防止性の発現メカニズムは、通常
のバイオマス繊維／プラスチックコンポジットでの水分による寄与とは別の機構
であるパーコレーション形成性により永久帯電防止機能が発現したと結論づけた。
ここでは、この内容に補足を加え、一般化への考察を行った。
まず、本研究では SHS 処理に伴い発生するリグニン成分によって、セルロース
繊維表面が被覆され疎水化されていることを確認しているため、水分による寄与と
は別の機構による永久帯電防止機能の発現が基本的な機能因子である。
ここで、パーコレーション理論について改めて整理を行うと、L. Shen 8)らは HDPE、
PP、カーボンブラック（CB）、炭素繊維などを用いて作製したコンポジットが導電
性を発現するメカニズムを説明している。コンポジット中に CB などの導電性フィ
ラーがネットワークを形成し、電気の流れる道を作る。これをパーコレーションと
いうが、パーコレーションは、母材中の導電性フィラーがクラスターを形成し、あ
る閾値を超えた時に導電性を発現するというものである。
Figure 5.4.1.2.1. パーコレーション理論による導電性の発現
本研究での結果において注目すべき点は、アスペクト比（AR）の異なる BμF（AR
12.3）と BP（AR 2.8）を使用した時の表面抵抗値および体積抵抗値の結果の違い
である。Figure 4.3.2.1.2 で示された表面抵抗値と体積抵抗値の違いは、コンポジッ
トシート内部での BμF および BP の分布・分散状態の違いに起因すると考察した。
つまりそれは、押出成形および熱プレス時の溶融流動特性により、流動性に乏しい
BμF は、摩擦抵抗により流動を抑制されたシリンダー内部表面やプレス板表面との
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界面層に押しやられて偏在し、かつ、強制的に流動方向に配向させられる。一方、
より流動性の高い BP は界面への偏在割合は小さく、比較的均一に流動層内に分布
する。BμF の表面偏在性により、BμF/PP の表面抵抗値が BμF の添加量に応じて低
下し、一方、BP の場合、添加量の効果はほとんど認められなかった。実際、BμF/PP
コンポジットの断面図を観察すると、BμF は界面層に偏在している様子が確認され
た（Figure 4.3.2.1.3）。ここで重要となるのが、BμF の配向性である。この配向性
が流動方向に配向している場合、溶融流動特性による偏在とあわせてパーコレーシ
ョン形成による導電性発現の可能性が高まるものと考えられる。この重要なポイン
トとなる BμF/PP の配向性については、既に西田らの先行研究により明らかになっ
ており 9)、BμF/PP（ 50/50 wt/wt）におけるストランドサンプルの割断面の SEM 観
察結果より、 68%以上の BμF が押出方向に対して 0° ~25°の範囲で存在し、この
方向に配向していることが確認されている。
以上より、本研究で得られた BμF/PP コンポジットは、パーコレーション形成性
により永久帯電防止機能が発現したことを改めて示すとともに、その特性は BμF
の溶融成形時の流動特性に依存するため、樹脂種によらず表面抵抗の低減が期待さ
れ、永久帯電防止機能の発現が可能であることを示している。
5-4-1-3 Q のまとめ
第 3 章、第 4 章、 5-4-1-1、 5-4-1-2 より、タケ由来バイオマス／プラスチックコ
ンポジットは、樹脂の種類によらず、難燃性および帯電防止性を両立させられる材
料であると推定される。ただし、難燃剤として用いている EG の二次元的（層状）
に広がった多環式芳香族構造のみからなる基本構造とそれらの層が累積した高次
構造はプラスチックとの相溶性が悪く、結果としてコンポジットの機械物性を大幅
に低下させてしまうことは避けられない。一方、タケ由来バイオマスは親水性の素
材であり、マトリックスとなる多くのプラスチック素材は疎水性の素材であるため、
両者には相溶性がない。相溶性のない素材同士の複合化は、機械特性などさまざま
な特性において、その界面が強固に結合しない限り、相乗効果を発現しないことは
周知の事実である。そのため、タケ由来バイオマス、プラスチックおよび EG の三
者の親和性を高めるための相溶化剤が不可欠となる。 PP においては、相溶化剤と
して MAPP を用いたが、今後は、各プラスチックへの展開の幅を拡げるため、各
プラスチックに特異的な相溶化剤の探索・開発が必要である。
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5-4-2 C について
QCD の向上において、企業が営利を得るための最も重要な因子が C（コスト）
である。本研究におけるタケ由来バイオマス／プラスチックコンポジットのコスト
について、バイオマス資源およびバイオマス繊維の作製手法の観点から整理を行っ
た。
まず最初に、バイオマス資源としてのタケのコストについては、タケノコ林の間
伐材としてのタケについては、低コストでの調達が実現できている例が報告されて
いる。例えば、鹿児島県ではタケノコ生産者が間伐材をタケチップ工場へ直接持ち
込んでの買取りが行われており、買取価格は 7.7 円 /kg に加え市の助成金 2 円 /kg の
計 9.7 円 /kg と報告されている 10 )。しかし、タケは空洞構造のため、木材に比べ単
位重量当たりの伐採・搬出コストがかかるため、タケノコ林以外でタケ材の収集・
供給体制の確立がなされていない。工業化においては、この点が問題になるため、
安定調達とあわせて、 5-4-4 項にてさらに詳細に検討を行う。
次に、本研究にて用いたタケ由来のバイオマス繊維の作製手法については、タケ
は硬い最表層構造のため、機械的破砕・粉砕時の刃の交換頻度が高いことが一般的
に知られている。また、タケ繊維は、ヘミセルロースやリグニンを介して他の組織
成分と密接に結合しているため、機械的粉砕のみでは繊維以外の組織との分離は難
しく、結果としてアスペクト比の大きい長繊維は得られない。そのため、NaOH 処
理（マーセル化）と中和処理による化学的処理法 11 )や飽和水蒸気を用いた爆砕処
理法 12 )などが用いられてきたが、それぞれの湿式プロセスによる方法では、バイ
オマス特有の含有水分の蒸発除去のために大量のエネルギーを必要とし、処理に用
いた化学物質の中和、さらに圧力容器を用いる場合においてはスケールアップのコ
ストが大きくかさむばかりでなく、耐圧容器の利用に関する法律的な制限の課題が
ある。これらに対し、西田らの開発した過熱水蒸気処理（Super-Heated Steam 処理、
以後 SHS 処理と略記）による解繊方法は、化学処理を用いず、かつ常圧での処理
であるため、より効率的で汎用的な解繊が可能である 13 )。具体的な処理工程を
Figure 5.4.2.1 に示す。まず SHS 処理することで、ヘミセルロース成分を優先的に
分解することができる。それによりタケの剛直な組織を容易に粉砕できるようにな
るため、 SHS 処理後は粉砕・分級処理のみでタケ繊維を木粉並みの生産速度で容
易に得ることができる（Table 5.4.2.1） 13 )。ここで、SHS とは、100℃の飽和水蒸気
に常圧下にエネルギー（顕熱）を加えることにより数百度にも達しうる常圧高温蒸
気のことである。この高温の水蒸気により水熱分解反応を誘導することができる。
さらに、SHS は 170℃の逆転温度以上では、同じ温度の乾燥空気よりも短時間で加
熱・乾燥ができるという特徴があり、170℃以上の SHS 処理後には、タケ繊維の含
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水率は 4%強程度に減少し、かつ再度水分を吸収しにくいため、バイオマス粉末特
有の高い含水率状態からの乾燥工程が不要となる（Table 5.4.2.2）。また、この SHS
処理の大きな利点は、処理自体が常圧下で行うため、装置の大型化が容易な点にあ
る。
以上のように、本研究において用いたタケ繊維作製手法は、薬品を用いない、乾
燥工程が不要など、他の手法と比べ工程がシンプルなため低コストで実施可能であ
ること、また、常圧処理の為、スケールアップが容易なことから、プラント製造コ
ストの観点からも工業化に適した手法であると判断できる。
Figure 5.4.2.1. SHS 処理によるタケ繊維製造工程
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Table 5.4.2.1 . SHS 処理（ 215℃）に伴うタケの粉砕速度
粉砕条件：
評価機関： 槇野産業 （東京）
評価サンプル： SHS 処理処理孟宗竹 （ 215℃、 2h）
粗破砕 ： マキノ式ハンマークラッシャー HC-400 型粉砕機
微粉砕 ： マキノ式 DD-3 型粉砕機
評価例： 215℃、2ｈ処理品
Table 5.4.2.2. SHS 処理（ 200~220℃）に伴うタケ繊維の含水率の変化
1 回目
（％）
2 回目
（％）
3 回目
（％）
平均
（％）
SDV
（％）
青竹 46.0 46.4 46.2 46.20 0.20
SHS 処理条件
200 ,1h 4.7 4.7 4.8 4.73 0.06
200 ,2h 3.7 3.8 4.0 3.83 0.15
200 ,3h 4.4 4.4 4.3 4.37 0.06
210 ,1h 4.3 4.3 4.1 4.23 0.12
210 ,2h 4.6 4.2 4.4 4.40 0.20
210 ,3h 4.2 4.4 4.5 4.37 0.15
220 ,1h 4.0 4.1 4.2 4.10 0.10
220 ,2h 4.3 4.4 4.0 4.23 0.21
220 ,3h 4.5 4.6 4.9 4.67 0.21
粉砕後の BP の水分含有率（wt%） 4.33 0.14
タケノコ林のようにタケ材の収集・供給体制の確立がなされている前提で、SHS
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処理により作製したタケ繊維を用いたタケ由来バイオマス／プラスチックコンポ
ジット（BμF： PP = 50:50 wt/wt）は、一般 PP 樹脂に対し 20%のコストダウンを実
現することができるというコスト試算も報告されている 14 )。したがって、タケ材
の収集・供給体制としてタケノコ林の間伐材を用いた場合においては、バイオマス
／プラスチックコンポジットとして、汎用樹脂に対してもコスト競争力があること
が既に示されている。
5-4-3 D について
本研究におけるタケ由来バイオマス／プラスチックコンポジットの調達性につ
いては、４つの要素に分解して整理した。（ Figure 5.4.3.1）要素Ⅰはバイオマス資
源の賦存量、要素Ⅱは収集・供給体制、要素Ⅲは繊維化、要素Ⅳはプラスチックコ
ンポジット化である。
Figure 5.4.3.1. タケ由来バイオマス／プラスチックコンポジットの調達要素
まず最初に、要素Ⅰであるタケ資源の賦存量について考察する。 1.4 節でも述べ
たように、タケは日本においては西日本を中心に広く分布し、3,400 万 t が賦存し、
2,800 万 t が未活用となっている。竹林の管理としてはその 1/4~1/5 の量を毎年伐採
することが基本とされていることから、日本においては毎年 680～ 850 万 t のタケ
を新たな用途として持続的に利用することが可能であることを意味している。タケ
由来バイオマス／プラスチックコンポジットにおいて、タケ成分の平均添加率を
30wt%と仮定すると、タケ由来バイオマス／プラスチックコンポジットとしては、
毎年、2,300~2,800 万 t が製造可能と考えられる。日本における 2015 年度の 5 大汎
用樹脂の生産量は、LDPE で 170 万ｔ、HDPE で 90 万 t、 PP で 251 万 t、 PS で 69
万 t、 PVC で 108 万 t であり、合計 688 万 t である 15 )。この量から考えると、タケ
の賦存量はタケ由来バイオマス／プラスチックコンポジットとしての安定供給に
十分な量があると言うことができる。
78
次に、要素Ⅱであるタケ材の収集・供給体制について考察した。タケ由来バイオ
マス／プラスチックコンポジットの調達要素のうちで最も障害となるのがこの要
素である。タケノコ林の間伐材としてのタケについては、収集・供給体制が確立で
きている例が報告されているが、タケは空洞構造のため、木材に比べ単位重量当た
りの伐採・搬出コストがかかる。そのため、タケノコ林以外では、タケ材の収集・
供給体制の確立がなされていない。また、広いタケ林は多くの場合、複数の地権者
が存在するため、その地籍確認および地権者同士の取りまとめも重要な課題となる。
さらに、この要素は間接経費的なコストもからみ、複雑な課題であるため、次節
（ 5-4-4）において改めて詳細に考察する。
次に、要素Ⅲであるタケ材の繊維化について考察した。タケ由来バイオマス／プ
ラスチックコンポジットの調達要素のうちで、要素Ⅱに次いで障害となりうるのが
この要素である。それは、本研究におけるコンポジットが、 SHS 処理により品質
上の特異性およびコスト上の利点を得ているため、従来からの一般的な装置ではな
い SHS 処理装置の使用が必須となる要件なためである。ただし、 SHS 処理を含め
たタケの繊維化は、薬品を用いない、乾燥工程が不要など、Figure5.4.2.1 で示して
いるように工程そのものがシンプルであり、また、常圧処理のため、スケールアッ
プが容易なことから、新規の設備導入の障壁は高くないと考える。ここで、この要
素Ⅲは、要素Ⅱのタケ材の収集・供給体制にも密接に関わるため、改めて 5.4.5 項
で詳細に考察する。
最後に、要素Ⅳであるプラスチックコンポジット化について考察する。本研究に
おける要素Ⅳは一般的なプラスチックコンパウンド工程である。具体的には、タケ
繊維、プラスチックとして PP、難燃剤として EG、相溶化剤として MAPP を所定の
配合比で混合し、ホッパーより投入し、一般的なプラスチック加工で用いる二軸混
錬押出機を用いて、溶融混練し、最後にストランド状に押出す（ Figure 5.4.3.2）。
得られたストランドをペレタイザーによりペレット状に切断し、目的物であるタケ
由来バイオマス／プラスチックコンポジットペレットとする。
以上のように一般的なプラスチックコンパウンディングプロセスの活用のため、
この要素Ⅳにおける調達性の課題は小さいと判断できる。
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Figure 5.4.3.2. タケ由来バイオマス／プラスチックコンポジットの押出工程
以上の通り、タケ由来バイオマス／プラスチックコンポジットの調達性について
4 つの要素に分解して整理した結果、要素Ⅰのタケ資源の賦存量および要素Ⅳのプ
ラスチックコンポジット化に関しては、大きな課題がないことがわかったが、要素
Ⅱのタケ材の収集・供給体制および、要素Ⅲのタケ材の繊維化にはそれぞれ課題が
あり、以下の 5-4-4 項および 5-4-5 項にて改めて詳細に考察した。
5-4-4 タケ材の収集・供給体制について
先に述べたように、タケは空洞構造のため、木材に比べ単位重量当たりの伐採・
搬出コストがかかり、タケノコ林以外でタケ材の収集・供給体制の確立がなされて
いない。また、タケ林は多くの場合、複数の地権者が存在するため、その取りまと
めも課題となる。これは、タケをバイオマス資源として用いる場合の C および D
の大きな課題である。2012 年に調査された都道府県別の竹林面積の上位 10 位まで
を第１章の Table 1.4.4.1 に示している 16 )。竹林面積の多い自治体では、既にタケ
をバイオマス資源として活用するために、タケ材の収集・供給体制の確立に向けた
取組みを実施している例が見られる。本節では、それらの先行的な自治体の取組み
事例の検討を行うことで、タケ材の収集・供給体制確立についての考察を行った。
具体的には、鹿児島県、福岡県、山口県の事例を参考とした 10 ,17~19 )。管理竹林
と放置竹林それぞれから伐採したタケ材の収集・供給体制に関して Figure 5.4.4.1
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に示した。
Figure 5.4.4.1. タケ材の収集・供給体制
管理竹林からの収集・供給は、タケノコ生産者による間伐材の持込買取り方式で
あり、実際に鹿児島県薩摩川内市および福岡県八女市ではこの方式を用いてタケ材
を調達し工業利用している。また山口県でもこの方式でのタケ材調達による実証実
験を行っており、３県の調達価格を Table 5.4.4.1 に示す。これらの結果から、管理
竹林からのタケ材の買取価格は 8~10 円 /kg が現状可能であると考える。
この方式は、タケノコ生産で発生する間伐材の処分先の整備の意味合いもあるた
め、比較的竹林地権者の理解が得られやすい方法であり、買取価格は低価格となる。
一方で、調達時期はタケノコの生産サイクルに合わせられ、秋から冬にかけて伐採
搬出されるという季節性があるため、安定調達に課題がある。また、管理竹林の賦
存量は 600 万 t であり、竹林の管理としてはその 1/4~1/5 を毎年伐採することが基
本とされていることから、 120~150 万 t／年の利用量が限度となり、タケ材の利用
拡大を視野に入れた場合、管理竹林のみでは賦存量として不十分である。
Table 5.4.4.1. 管理竹林からのタケ材調達コスト
放置竹林からのタケ材の収集・供給に関しては、２つの方式が考えられる。１つ
が竹林オーナー制度を利用する方式であり、もう１つが委託事業者を利用する方式
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である。
竹林オーナー制度は、鹿児島県薩摩川内市からスタートした取組みであり、現在
では福岡県八女市など他県へも広まっている。概要としては、放置竹林の整備及び
有効活用を目的として、一般市民もしくは団体へ貸出しを行い、一定期間、竹林オ
ーナーになってもらう制度である。竹林オーナー制度の体系図を Figure 5.4.4.2 に
示す 20 )。放置竹林は、地権者による管理が困難になっているものの、その有効利
用を考えた場合には地権者の権利の問題が発生する。そのため、一定期間の貸与と
いう形で、利用者が放置竹林のバイオマス資源を有効利用できるようにし、かつ、
地権者にとっても、利用料を得ながら竹林の管理を行って貰えるという、地権者、
利用者双方にとって満足度の高い仕組みである。ただし、その運営に際しては、地
権者と利用者のトラブルを防止するため、市町村などの行政や JA、森林組合など
の協同組合が事務局となり連携することが必要である。この制度の利用者は、営利
目的ではなく地域交流や自然体験を目的とすることがほとんどであるため、タケ林
からの間伐材の有効活用に対しても、理解が得やすいことが予想される。そのため、
竹林オーナー制度より得られるタケ間伐材は、管理竹林でのタケ間伐材の収集・供
給と同じ仕組み、同じ価格での調達が期待できる。つまりその調達コストは 8~10
円 /kg と推察する。一方で、制度利用者の竹林管理は、利用者の自主性に任せられ
ること、管理自体は利用者の余暇を利用して行われることが一般的であることから、
安定調達に課題がある。
Figure 5.4.4.2. 竹林オーナー制度体系図 20 )
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委託事業者を利用する方式については、山口県で行われた実証実験の方式を参考
にした 19)。ここで事業者とは、森林協同組合などを想定している。放置竹林は多
くの地権者が共存しており、事業の推進には、竹林地権者と事業者の双方の権利が
絡んでくるため、山口県の事例では、実証事業の総合調整を山口県が、森林組合と
の調整を山口県森林組合連合会が行い、実際の地権者との調整は森林組合が実施し
ている。このように、竹林の地権者との調整に際しては、協同組合のみでなく、県
や市町村など行政との連携が必要となる。
また、委託事業の場合には、タケノコ生産と異なり、タケ材の収集・供給を主目
的に実施するため、コストには伐採効率が大きく影響する。そのため、タケノコ生
産で用いられる間伐方式ではなく、皆伐方式が用いられる。さらに、伐採効率には
竹林の密度が生産効率に大きく影響を与えることも示されており、航空レーザ計測
情報などの活用の必要性についても示されている。Table 5.4.4.2 にこの方式で得ら
れるタケ材のコストをまとめた。表からわかるとおり、この方法で得ることのでき
るタケ材のコストは、Table 5.4.4.1 で示した管理竹林から得られるタケ材の買取コ
ストよりも低コストで調達できる可能性があることがわかる。また、タケ材の搬出
場所との距離が 74kmと大きく離れていても管理竹林から得られるタケ材の買取コ
スト同等で調達可能であることも特筆すべき点である。他の長所としては、タケノ
コ生産時期などに依存しない安定供給性があげられ、非常に工業展開に適した方式
であると考えられる。一方で、竹林密度や搬出路網などの竹林の諸条件がコストに
大きく影響を与えることがわかっており、コストを念頭に置いた竹林選定が重要と
なる。
Table 5.4.4.2. 事業者委託による放置竹林からの伐採材の調達コスト 19 )
以上より、タケ材の収集・供給体制について Table 5.4.4.3 にまとめを示した。総
合して考えると、タケ材の収集・供給体制については、放置竹林からの委託事業者
による収集・供給方式をメインとし、調達価格安定化のために、管理および放置竹
林の間伐材の持込買取方式を補助に用いることで、C と D のバランスのとれたタ
ケ材の収集・供給体制が確立できるものと考える。
83
Table 5.4.4.3. タケ材の収集・供給体制についての C、D まとめ
5-4-5 タケ材の繊維化について
タケ由来バイオマス／プラスチックコンポジットの調達要素 I～ IV（ Figure
5.4.3.1）のうち、タケ材の繊維化（要素Ⅲ）もまた、C、D 両方にまたがる課題を
もつため、本項で改めて整理を行う。
Figure 5.4.3.1 を見てわかるように、タケ材の収集・供給とタケ材の繊維化は前
後工程の関係であるため、それらの連携が C と D に密接に関わってくる。
タケ材の収集・供給方式として、管理および放置竹林の間伐材の持込買取方式を
選択した場合、竹林と繊維化の加工場所は同一市町村内にあることが望ましく、他
市町村の場合、対応可否そのものが問題となる可能性が考えられる。
一方で、放置竹林からの竹材を委託事業者から購入する方式を選択した場合は、
竹林と加工場所の距離による対応可否への影響は大きくなく、距離によるコスト変
動を考慮すればよいことが 5-4-4 項から確認できる。山口県の事例では、竹林から
加工所までの距離が 74km であっても、9.0 円 /kg とタケノコ生産に伴う間伐材の持
込買取価格と同等価格での調達が可能であることが示されている。
本研究におけるタケ材繊維化のキー技術である SHS 処理に関しては、福岡県八
女市にある八女バンブーバレー実証研究センター内に併設されている九州工業大
学の「エコタウン実証研究センター八女サテライトラボ」にて、モデル実証プラン
トとして運転されている。ここをタケ材繊維化の加工拠点として考えた場合、74km
円内には日本の竹林面積第 3 位の福岡県がほとんどが収まることになる（ Figure
5.4.5 .1）。さらにその範囲には、大分県（ 2 位）、熊本県（ 6 位）もある程度含まれ
るため、八女バンブーバレー実証研究センターを加工所の拠点とした場合、十分な
量のタケ材を安価に調達できる可能性が示された。
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Figure 5.4.5.1. 八女バンブーバレー実証研究センターを中心とした 74km 円領域
一方で、出口側であるタケ由来バイオマス／プラスチックコンポジットの需要の
広がりに対しては、それぞれの用途・製品の付加価値に基づいて、C ・ D の検討
が必要と考える。ただし、一般的に、素材であるタケ材に比べて、工業資材や部品・
製品は、その重量当たりの単価や付加価値は高く、竹材の供給に関するよりもはる
かに広範囲の C および D の検討が可能であると考えられる。
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5-5 タケ由来バイオマス／プラスチックコンポジットのリサイクル性
プラスチックリサイクルは、マテリアルリサイクル、ケミカルリサイクル、サー
マルリサイクルの大きく３つに分類される。（Table 5.5.1）また、近年では国内に
おける廃プラスチックのリサイクル利用率は大きく向上していることが報告され
ており、 2004 年時点では 57%のリサイクル利用率から、 2016 年時点では 84%まで
向上している 21)。（Figure 5.5.2）その内訳をみると、サーマルリサイクルの増加が
大きく貢献していることがわかる。ここで、プラスチックのサーマルリサイクルで
用いられる RDF や RPF は、廃棄物固形燃料のことを指している。RDF とは、Refuse
Derived Fuel の略であり、RPF は Refuse Paper & Plastic Fuel の略である。どちらも
廃棄物固形燃料と呼ばれるが、RDF に比べ、RPF の方が水分量や塩素分が少なく、
発熱量も高いことから、安定した燃料として、石炭やコークスに替わる燃料として
利用が拡大している。タケ由来バイオマスは紙と同様にセルロース素材であるため、
タケ由来バイオマス／プラスチックコンポジット廃棄物は、そのまま RPF として
用いることが可能と考える。
また、タケ由来バイオマス／プラスチックコンポジットは、再度、溶融してペレ
ット化することも可能であるため、マテリアルリサイクルも十分可能であると考え
られる。
このように、タケ由来バイオマス／プラスチックコンポジットは、リサイクル
性にも優れた材料であることがわかる。
Table 5.5.1. プラスチックリサイクルの分類
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Table 5.5.2. 廃プラスチック総排出量およびリサイクル量の推移 21 )
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5-6 結論
プラスチック製品を扱う企業において、バイオマス／プラスチックコンポジット
を利用することは、CSR に対する当然の要求である一方、企業にとっては新たな
価値を創出させるビジネスチャンスでもある。また、難燃性、帯電防止性の機能を
有したプラスチックの必要性に関しては、今後あらゆる電気・電子製品・部品にお
いて必須となる状況にあることがわかった。
工業材料としてタケ由来バイオマス／プラスチックコンポジットを QCD の観点
で検討した結果、Q に関しては、樹脂の種類によらず難燃性、帯電防止性を両立す
ることができると考えられる。ただし、機械的強度、難燃性、帯電防止性能を鼎立
させるには、タケ由来バイオマス、プラスチックおよび EG、三者間の親和性を高
めるための相溶化剤が必要である。
C ・ D に関しては、タケノコ生産者によるタケ材供給スキームが存在する地域
が既にあり、その地域においては C ・ D ともに工業利用可能な水準にあることが
わかった。ただし、タケ由来バイオマス／プラスチックコンポジットの需要拡大に
対し、タケ材を安価に安定的に調達するスキームを確立する必要があり、その方法
については、放置竹林から協同組合などの事業者が実施する伐採・供給システムに
より調達することで、C ・ D を高いレベルで満足するスキームが可能なことを、
先進地方自治体の事例より結論付けることができた。ただし、地権者との調整に際
しては行政との連携が必要である。
さらに、タケ由来バイオマス／プラスチックコンポジットはサーマルリサイクル
やマテリアルリサイクルへの適用が十分可能であり、リサイクル性にも優れた材料
であることがわかった。
88
参考文献
1) 日経ビジネス ONLINE（ 2014.10.6）：
https://business.nikkeibp.co.jp/article/report/20141003/272090/?P=2
(2018/11/11).
2) 水口剛 , 第２章 売却か、対話か -気候変動と ESG 投資 , ESG 投資 新しい資
本主義のかたち , 日本経済新聞出版社 (2017) pp.53-94.
3) M.E. Porter, M.R. Kramer, Creating Shared Value. Harvard Buisiness Review,
JANUARY-FEBRUARY , 1-17 (2011).
4) M.E. Porter, 第８章 戦略と社会問題 -競争優位と CSR, ［新版］競争戦略論
Ⅰ , ダイヤモンド社 (2018) pp.377-414.
5) 経済産業省 HP（ 2017.5.30）：
http://www.meti.go.jp/press/2017/05/20170530007/20170530007-2.pdf
(2018/10/13).
6) エア・ウォーター㈱：
http://www.awi.co.jp/business/chemical/coal/carbon.html (2018/11/11).
7) 中川祐一 , 日本火災学会論文集 , 56 (2), 37-43 (2006).
8) L. Shen. F. Q. Wang. H. Yang. Q. R. Meng. Polymer Testing . 30 . 442-448
(2011).
9) 西田治男 , 第 43 回木材の化学加工研究会シンポジウム講演集 , 31-36
(2013).
10) 鹿児島県薩摩川内市 , 薩摩川内市 バイオマス産業都市構想 【提案書】
（ 2016） pp. 1-29 .
11) 高橋宣也 , 大窪和也 , 藤井透 , Bamboo Journal, No. 22, 81-92 (2005).
12) 高木均 , 田倉隆輝 , 一原洋平 , 越智真治 , 三澤弘明 , 仁木龍祐 , 材料 , 52 (4),
353-356 (2003) .
13) 西田治男 , 山城恵作 , 第 9 章バイオマス活用系①タケ繊維 , 大島一史監修 ,
バイオプラスチク技術の最新動向 , シーエムシー出版 (2014) pp. 134-141.
14) 九州経済産業局 , 平成２５年度戦略的基盤技術高度化支援事業「高機能竹
繊維を使った低炭素型軽量強化プラスチックコンポジットの開発」研究開
発成果等報告書（ 2014） pp. 1-38.
15) 経済産業省 HP（ 2017.6.28）：
http://www.meti.go.jp/press/2017/06/20170628004/20170628004-5.pdf
(2018/10/8).
16) 林野庁 , 森林資源現況総括表（平成 24 年 3 月 31 日現在） , 都道府県別総
括表 :
89
http://www.rinya.maff.go.jp/j/keikaku/genkyou/h24/pdf/soukatsu_47_h24.pdf
(2018.10.8).
17) 八女市 , 八女市バイオマス活用推進計画 (2013.3):
http://www.maff.go.jp/j/shokusan/biomass/b_kihonho/local/pdf/yame_hon.pdf
(2018.10.27).
18) 八女市林業振興課 , “かぐや姫さがし ”の里づくり計画 (2014.8.6):
http://takechika.com/contents/wp-content/uploads/2014/12/431dece93e895175f
e02bbe1a4ccc9f8.pdf (2018.10.27).
19) 山口県 , 平成２７年度 木質バイオマスエネルギーを活用したモデル地域
づくり推進事業 , 未利用竹資源収集・運搬・燃料化システム実証事業 事業
実施報告書（ 2016.3） :
http://www.pref.yamaguchi.lg.jp/cmsdata/d/3/a/d3a09ae7da3ee293f74fefbd360
27a52.pdf (2018.10.8) .
20) 福岡県 , 竹林オーナー制度実施の手引き（ 2009.3） :
http://farc.pref.fukuoka.jp/ffrec/fukyu/chikurinowner.pdf (2018.10.8).
21) 一般社団法人プラスチック循環利用協会 , プラスチックリサイクルの基礎
知識（ 2018）： https://www.pwmi.or.jp/pdf/panf1.pdf (2018/11/11).
90
第６章 総括
6-1 研究結果の概要
本研究は、プラスチックの持つ負の側面である資源・環境問題への解決手段の 1
つとして、再生可能でありカーボンニュートラルの特性をもつ天然繊維とのバイオ
マス／プラスチックコンポジット化に着目し、その天然繊維としては国内随一の豊
富な再生可能資源でありつつも、未利用バイオマス資源であったタケに着目し、汎
用樹脂ポリプロピレン（ PP）との複合体の工業的な利用展開の可能性について検
討と考察を行ったものである。特に、工業利用範囲の拡大のために、今後あらゆる
電気・電子製品・部品において必須となる状況にある難燃性、帯電防止性の機能に
着目し、複合体での機能発現について検討を行った。さらに、得られた複合体につ
いて、実際にプラスチック製品を扱う企業での工業的な利用展開の可能性について
考察を行った。
第１章では、本研究を取り組むこととした背景を概説した。最初に、プラスチッ
クは、腐食しない、軽いなどさまざまな長所の反面で、天然資源の枯渇、CO 2の排
出による温暖化、環境破壊を引き起こすなどの問題点を抱えており、企業はその利
用者として社会から厳しい CSR の要求を受ける状況にあることを示した。その対
処として、循環型社会への取組みの重要性が認識されてきていることを示した。こ
のような状況から、持続可能な資源であるバイオマスと枯渇天然資源であるプラス
チックとの複合化、すなわち、コンポジットの研究に注目が集まっていることを示
した。一方で、バイオマス資源を工業的に使用することを考えた場合、QCD に対
して、高い水準が求められることから、タケ資源に着目した。しかし、国内のタケ
の需要量が激減したことによる放置竹林の問題でその有効利用が各地域で求めら
れている一方で、竹林地権者との合意形成・取りまとめなど幾つかの課題が存在す
ることがわかった。さらに、バイオマス／プラスチックコンポジットの実用化を考
えた時に、現在、大きな転換期を迎えた電気自動車、自動運転車への移行において、
電気・電子部品の数が著しく増加する背景から、コンポジット部品への難燃性およ
び帯電防止性が必須の機能である状況を示した。
第２章では、プラスチックの機能のうち、今後その必要性の拡大が予測される難
燃性および帯電防止性について、バイオマス／プラスチックコンポジットでの取組
みに関する先行研究調査を行い、現状における課題を明確にした。難燃性について
は、膨張性黒鉛（EG）は、その難燃機能の高さおよびコストの有利性に着目され
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ているものの、機械物性を大幅に低下させてしまうことが指摘されており、主に併
用使用で用いられている状況を示した。帯電防止性については、天然繊維をフィラ
ーとして用いる場合は、天然繊維が吸着する水分の影響が大きいとされており、よ
り永久的な帯電防止性の機能付与が必要なことを示した。
第３章では、今後、必要性の拡大が予測される難燃機能について焦点を絞って検
討を行った。特に、機械的特性を犠牲にすることなく難燃性を確保できるかについ
て検証を行った。その結果、BP/PP（50:50 wt/wt）に対して EG を 10~30wt%添加す
ることで高い難燃性が発現することを見いだした。ただし、従前の予測と同様に、
機械的強度の低下が確認されたため、BP および EG と PP との界面接着性を向上さ
せることにより機械的強度の向上を図った。具体的には、相溶化剤として MAPP
を少量（ 1wt%）添加することで、BP/PP/EG 複合体の機械的強度を著しく向上でき
ること、さらに難燃性も維持できることを確認した。これらの結果から、難燃性と
機械的物性が両立する BP/PP 難燃性複合体の作製が可能であることを明らかとし
た。
第４章では、難燃性と同様に、今後その必要性の拡大が予測される帯電防止性に
ついて焦点を絞って検討を行った。本章では大きく２つの観点から検証を行った。
１つ目は、 SHS 処理したタケ由来バイオマスが繊維強化材のみならず、永久帯電
防止機能賦与材にもなり得るかどうか、さらに、その帯電防止機能の発現要因を明
確にすることである。 SHS 処理に伴い発生する部分分解したリグニン成分によっ
て、ウィスカー状の BμF 表面は被覆され疎水化された。この疎水化された BμF は、
PP との複合体において、効果的な表面抵抗値の低減に寄与した。一方、粉末状の
BP は明確な表面抵抗値の低下への寄与は認められず、したがって、アスペクト比
に依存したパーコレーション形成性が要因であることが示された。２つ目は、第３
章において検証した BμF を含有した難燃化複合体においても必要な帯電防止性を
確保できるかという点である。難燃剤として EG が効果的に表面抵抗値の低減に寄
与することが確認されたが、難燃性と繊維強化を鼎立させるために不可欠な相溶化
剤 MAPP は、BμF の帯電防止特性を阻害することがわかった。しかし、EG による
表面抵抗値の低減作用を阻害するに至らず、BμF/PP/EG/MAPP 複合体は、機械的強
度と難燃性ばかりでなく、帯電防止性能にも優れたコンポジットであることを明ら
かとした。
第５章では、現在企業を取り巻く環境を整理し、難燃性、帯電防止性の機能を
有したタケ由来バイオマス／プラスチックコンポジットのプラスチック製品を扱
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う企業での利用展開について考察を行った。まず初めに、バイオマス／プラスチッ
クコンポジットの企業での利用については CSR に対する当然の要求である一方、
企業にとっては新たな価値を創出させるビジネスチャンスでもあることを示した。
次に、プラスチックコンポジットの難燃性や帯電防止性能は、電気自動車や自動運
転車、 IoT の広がりに合わせて、今後あらゆる電気・電子製品・部品において必須
となる状況にあることを明確にした。最後に、工業材料としてタケ由来バイオマス
／プラスチックコンポジットの使用を QCD の観点で考察した。Q に関しては、樹
脂の種類によらず難燃性、帯電防止性を両立することができると考えられる。ただ
し、機械的強度、難燃性、帯電防止性能を鼎立させるには、タケ由来バイオマス、
プラスチックおよび EG 間の親和性を高めるための相溶化剤が必要となる。C ・D
に関しては、タケノコ生産者によるタケ材供給スキームが存在する地域が既にあり、
その地域においては C ・ D ともに工業利用可能な水準にあることがわかった。た
だし、タケ由来バイオマス／プラスチックコンポジットの需要拡大に対し、タケ材
を安価に安定的に調達するスキームを確立する必要がある。その方法については、
放置竹林より協同組合などの事業者による伐採・供給システムを構築し、そこから
調達することで、C ・ D を高いレベルで満足するスキームが可能なことを、先進
地方自治体の事例より結論付けることができた。ただし、地権者との調整に際して
は行政との連携が必要である。
また、タケ由来バイオマス／プラスチックコンポジットはサーマルリサイクルや
マテリアルリサイクルへの利用など、リサイクル性にも優れた材料であると考えら
れる。
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6-2 研究成果の意義
本研究で得られた成果は、タケ由来バイオマス／プラスチックコンポジットの
優れた難燃性や帯電防止性能を示した点であり、それらの特性は、今後、電気自動
車や自動運転車、IoT の広がりに合わせて、電子デバイスの筐体やプラットホーム
としての利用拡大が十分に予測されるため、それらの基本特性と見做される機能に
なると考えられる。
そして最終的な成果としては、タケ由来のバイオマス／プラスチックコンポジ
ットを高い水準で QCD のバランスがえられる方法について具体的に示すことがで
きた点にある。それによって、プラスチック製品を扱う企業での利用展開の可能性
を示すことができた点にある。
今回得られた結果は、タケに限らず、セルロース繊維、ヘミセルロース、およ
びリグニンからなる未利用再生可能天然資源、例えば、植林地の間伐材、稲わら、
クマザザ、チシマザサ、さらにエリアンサスやアブラヤシなどの国内外の未利用バ
イオマスにも応用可能であり、その波及効果は広範に及ぶと考えられる。この波及
効果が資源の利用に量的な効果を与えれば、自然と生産コストの低減に向かうのは
自明の理であると考えられる。
以上のことにより、今後、多様な業種、あるいは国内外のプラスチック製品を
扱う企業において、バイオマス／プラスチックコンポジットの利用展開の拡大が期
待され、その結果として、我が国においては資源循環型社会の形成の課題と放置竹
林の拡大に悩む地方自治体の課題の解決につながっていくものと考える。
6-3 今後の課題と展望
企業の目的は利潤の追求であるが、それは短期的な利潤の追求よりも長期的な利
潤追及が重要である。そのためには、企業と社会の共通の価値に着目した CSR 活
動を行うことが重要であり、バイオマス／プラスチックコンポジットの利用はその
手段の１つとなり得る。プラスチック製品を扱う企業においては、当材料の積極的
な利用を期待するものである。
タケ由来バイオマス／プラスチックコンポジットの利用拡大が、企業、地方自治
体、国、それぞれに持続的な好循環を生み出すことを期待し、本研究の今後の展望
としたい。
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